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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第64期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

３．第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．第66期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。 

５．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。 

６．第66期及び第68期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

７．第67期以後の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

８．第68期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第63期 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高(百万円) 28,782 25,098 26,552 12,172 26,270 23,665

経常利益又は経常損失(△)(百万円) 1,575 990 1,911 △909 1,405 21

当期純利益又は        
当期純損失(△)(百万円) 

775 357 1,077 △664 611 △154

純資産額(百万円) 6,514 6,479 7,911 6,724 7,246 6,483

総資産額(百万円) 26,585 23,787 26,174 19,961 21,174 21,297

１株当たり純資産額(円) 1,039.48 1,018.51 1,242.06 1,061.16 1,133.29 1,022.60

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△)(円) 

123.91 52.67 163.70 △104.82 86.20 △24.34

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益(円) 123.05 52.50 － － － －

自己資本比率(％) 24.50 27.24 30.23 33.69 34.22 30.43

自己資本利益率(％) 12.23 5.52 14.97 － 8.75 －

株価収益率(倍) 10.90 18.23 10.13 － 29.99 －

営業活動による        
キャッシュ・フロー(百万円) 256 △265 228 △68 524 △375

投資活動による        
キャッシュ・フロー(百万円) 

△546 △873 52 △40 △461 △433

財務活動による        
キャッシュ・フロー(百万円) △181 △76 △261 △246 169 50

現金及び現金同等物の     
期末残高(百万円) 

3,583 2,368 2,387 2,118 2,359 1,603

従業員数(人) 
(外、平均臨時雇用者数) 

363 353 361 383 437 
(107) 

493
(138) 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第64期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

３．第65期の１株当たり配当額は、東京証券取引所市場第一部上場記念配当4.00円を含んでおります。 

４．第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．第66期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。 

６．第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。 

７．第66期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。 

８．第67期の１株当たり配当額は、創業60周年記念配当3.00円を含んでおります。 

９．第67期以後の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第63期 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高(百万円) 27,771 24,257 25,312 11,252 24,802 22,088

経常利益又は経常損失(△)(百万円) 1,534 948 1,906 △801 1,437 161

当期純利益又は        
当期純損失(△)(百万円) 

752 367 1,011 △542 719 55

資本金(百万円) 957 957 957 957 957 957

発行済株式総数(千株) 6,640 6,640 6,640 6,640 6,640 6,640

純資産額(百万円) 6,481 6,450 7,783 6,727 7,329 6,778

総資産額(百万円) 25,451 22,791 24,659 18,779 20,076 20,496

１株当たり純資産額(円) 1,034.23 1,013.97 1,221.85 1,061.61 1,148.74 1,069.61

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額)(円) 

25.00 
(－) 

26.00
(－) 

34.00
(－) 

25.50
(－) 

37.00 
(17.00) 

40.00
(20.00) 

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△)(円) 120.22 54.24 153.33 △85.62 105.61 8.72

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益(円) 

119.39 54.06 － － － －

自己資本比率(％) 25.46 28.30 31.56 35.82 36.51 33.07

自己資本利益率(％) 11.50 5.70 14.22 － 10.23 0.82

株価収益率(倍) 11.23 17.70 10.81 － 24.48 188.42

配当性向(％) 20.80 47.94 22.17 － 35.03 458.72

従業員数(人) 
(外、平均臨時雇用者数) 

319 309 316 322 343 
         ( 73) 

357
         ( 80) 



２【沿革】 

昭和21年11月 風水力機械などの販売を目的として東京都京橋区（現中央区）木挽町七丁目104番地に資本金19万

円をもって荏原工業株式会社を設立 

昭和24年12月 建設業法による東京都知事登録（い）第950号 

昭和25年７月 株式会社荏原製作所と同社製品の販売に関し代理店契約を締結 

昭和25年12月 東京都大田区に嶺町工場を開設し、機械の据付け及び配管工事を開始 

昭和27年６月 会社の商号を荏原実業株式会社に変更 

昭和31年４月 荏原インフィルコ株式会社（平成６年10月株式会社荏原製作所に合併）と代理店契約を締結し、

水処理プラントの販売及び工事を開始 

昭和41年５月 静岡県静岡市（現静岡市駿河区）に静岡営業所（現静岡支社）を設置 

昭和43年２月 建設業法による建設大臣登録（ワ）第8521号 

昭和46年６月 大阪市中央区に大阪営業所（現大阪支社）を設置 

昭和46年11月 宮城県仙台市（現仙台市青葉区）に仙台営業所（現東北支社）を設置 

昭和47年10月 信和産業株式会社（現株式会社荏原シンワ）と代理店契約を締結し、冷却塔の販売を開始 

昭和49年４月 建設業の許可を取得、建設大臣許可（特－49）第3762号 

昭和50年12月 株式会社ヘリオスと代理店契約を締結し、破砕機の販売を開始 

昭和51年１月 川崎市中原区にオゾン濃度計の製品開発を目的とし、川崎研究所（現環境計測器事業部）を設置 

昭和53年２月 埼玉県浦和市（現さいたま市浦和区）に埼玉営業所（現関東支社）を設置 

昭和54年６月 岩手県盛岡市に盛岡営業所を設置 

昭和55年10月 萩原ボイラ工業株式会社（資本金2,000万円）を買収し、子会社とすると共に商号を関東エハラボ

イラ工業株式会社に変更 

昭和58年11月 静岡県富士市に富士出張所（現富士営業所）を設置 

昭和59年３月 千葉県千葉市（現千葉市中央区）に千葉営業所（現東関東支社）を設置 

昭和59年10月 群馬県前橋市に群馬営業所を設置 

昭和60年８月 エンザイム興業株式会社（現エンザイム株式会社）と脱臭剤（ボエフ）及び脱臭装置の製造販売

に関し、独占的実施契約を締結し、脱臭剤などの製造販売を開始 

昭和60年10月 嶺町工場を分離独立し、機械の据付け及び配管工事の専門会社として全額出資の株式会社エバジ

ツを設立 

平成元年４月 栃木県小山市に栃木営業所を設置 

平成３年11月 川崎研究所内に環境分析・計量に関する技術開発を目的に環境分析センターを設置。また、栽培

漁業に関する技術開発を目的に水産技術研究所を設置 

平成５年２月 新潟県柏崎市（後に長岡市に移転）にオゾン事業部（現医療・環境部）商品開発室を設置 

平成７年10月 子会社の関東エハラボイラ工業株式会社を吸収合併 

平成７年10月 埼玉県熊谷市に熊谷営業所を設置 

平成８年５月 埼玉県北葛飾郡鷲宮町に環境関連製品の実証試験を行うため、埼玉研究所を設置 

平成８年５月 広島市東区に広島事務所（現広島営業所）を設置 

平成８年６月 名古屋市中区に中部営業所を設置 

平成10年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成11年７月 環境分析センター・水産技術研究所及びテクニカルセンターを中央研究所に統合 

平成11年11月 ＩＳＯ９００１認証取得（静岡支社、中部営業所） 

平成12年５月 川崎市川崎区に神奈川支社を設置 

平成12年６月 ＩＳＯ９００１認証取得（環境システム本部、環境事業本部、環境計測器事業部、医療・環境

部） 

平成13年２月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成13年７月 山梨県甲府市に山梨事務所（現山梨営業所）を設置 

平成13年７月 福岡市博多区に九州事務所（現九州支社）を設置 

平成13年９月 茨城県つくば市に茨城事務所（現茨城営業所）を設置 

平成14年５月 沖縄県那覇市に沖縄事務所（現沖縄営業所）を設置 

平成15年６月 バイオジェニック株式会社を子会社化 

平成16年３月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場 

平成16年４月 当社全額出資のイージェイ株式会社を設立 

平成16年７月 バイオジェニック株式会社が全額出資の昆明白鴎微藻技術有限公司を設立 

平成17年８月 昆明白鴎微藻技術有限公司の生産工場が竣工 

平成17年９月 川崎市麻生区に新研究施設を建設し、川崎市中原区の中央研究所全機能を移転 



３【事業の内容】 

  当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社の㈱エバジツ、イージェイ㈱、バイオジェニッ

ク㈱、昆明白鴎微藻技術有限公司により構成され、環境関連機器・装置の製造・販売、水処理施設などの各種プ

ラント類の設計・施工、風水力冷熱機器などの仕入・販売を主な内容として事業活動を展開しております。ま

た、荏原製作所グループ会社（以下㈱荏原製作所及び同社の関係会社をいう。）とは、販売代理店契約を締結し

て風水力冷熱機器など同社製品の仕入・販売を行うとともに、水処理施設など各種プラント類の施工では同社か

ら機器材料を調達するなど継続的な事業上の関係があります。  

  主な事業内容と当社及び子会社の位置付けは、次のとおりであります。 

  環境関連…………………オゾン濃度計、オゾン応用機器、脱臭装置、栽培漁業関連装置、廃棄物処理装置な

ど当社が自社開発した製品を当社の設計・生産管理に基づき特定の協力会社に生産

委託し、販売しております。なお、イージェイ㈱は、生分解性プラスチック緩衝材

等の製造・販売を行っております。また、バイオジェニック㈱及び昆明白鴎微藻技

術有限公司は、微細藻類の培養による有用物質（アスタキサンチン）の製造・販売

を行っております。 

 水処理関連………………当社が官公庁など得意先から直接受注し、㈱荏原製作所などの機器材料によって設

計・施工しております。なお、施工にあたっては、専門工事会社に外注委託してお

ります。 

  風水力冷熱機器等関連…当社が得意先から直接受注し、㈱荏原製作所及び同社関係会社から調達した機器材

料などを使用して設計・施工並びに商品販売を行っております。また、㈱エバジツ

は主に冷熱機器の販売、施工及び保守工事を行っております。 

  以上、当社グループについて、事業の種類別セグメントとの関連を含めた事業系統図を示すと、次のとおりで

あります。 



 （注） 荏原製作所グループ会社との取引関係 

 当社グループが元請負契約した官公庁の受注物件のうち荏原製作所グループ会社の製品を使用するものに

ついて、同社に発注した後、荏原製作所グループ会社からその一部を再受注する取引形態があります。再受

注取引に係る受注高、売上高及び売上原価は二重計上となるため相殺消去し、債権債務（売掛金、買掛金）

についても内部的に相殺消去しております。 

 当連結会計年度における荏原製作所グループ会社に対する売上高と売上原価の相殺額は381百万円でありま

した。なお、当連結会計年度末において売掛金と買掛金で相殺すべきものはありませんでした。 

① 株式会社荏原製作所の概要及び当社との関係 

 （注）出資比率は、平成18年12月31日現在の状況であります。なお、㈱荏原製作所は関連当事者には該当し 

    ておりません。 

② 当連結会計年度の荏原製作所グループ会社との取引高及び債権債務残高等 

 （注）１．取引金額及び債権債務残高は、相殺後の金額で記載しております。 

２．取引金額は消費税等抜きの金額で、期首残高・期末残高は消費税等込みの金額であります。 

３．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

仕入取引については、代理店契約等に基づき決定しております。 

売上取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

会社名 
（住所） 

資本金 
（百万円） 

事業内容

当社の出資
比率 
(当社への 
出資比率)
（％） 

関係内容 

役員等の
兼務等 

事業上の関係

㈱荏原製作所 

（東京都大田区） 
61,284 

機械事業、エン

ジニアリング事

業、精密・電子

事業 

0.41 

(8.28)

兼務１名 

（監査役） 

当社は㈱荏原製作所
と代理店契約を締結
しており、同社の販
売代理店として、主
として機械事業・エ
ンジニアリング事業
関連製品を販売して
おります。 

取引内容 
取引金額
（百万円） 

科目
期首残高 
（百万円） 

期末残高
（百万円） 

営業取引  

買掛金 

 支払手形 

3,602 

30 

3,174 

19 

機器材料仕入 3,147 

材料仕入 72 

商品仕入 4,210 

製品及び工事売上高 657 売掛金 355 146 

商品売上高 148 受取手形 200 190 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１．特定子会社に該当しております。 

２．上記子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

３．上記子会社の売上高（連結会社間の内部売上を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10を超えてい

ないため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

４．「議決権の所有割合」欄の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所

有割合(％)

関係内容 

役員の兼任 

資金援助 営業上の取引 
設備の賃貸

借関係等 
当社 

役員 

（名） 

当社 

従業員 

（名） 

㈱エバジツ 東京都大田区 
50 

 (百万円) 

機械器具設置、 

設備工事の請負・ 

施工及び保守 

100 －  １ 銀行借入保証 

設置工事の請

負、施工及び

保守 

－ 

イージェイ㈱ 
神奈川県  

海老名市 

60 

 (百万円) 

生分解性プラスチ

ック緩衝材等の製

造及び販売 

100 －  ４ 銀行借入保証  － － 

バイオジェニ

ック㈱  (注)1 
東京都中央区 

377 

 (百万円) 

微細藻類の培養に

関する研究開発・

製造及び販売 

97.3 －  ５ 
長期運転資金

貸付 
－ 

事務所の賃

貸借契約 

昆明白鴎微藻

技術有限公司 

(注)1 

中華人民共和国

雲南省昆明市 

41,336 

  (千元) 

微細藻類の培養に

関する研究開発・

製造及び販売 

97.3 

(97.3)
－  ５ 

割賦購入債務

保証 
 － － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントと事業部門とが必ずしも一致しないため、従業員の状況を事業の種類別セグメントに

分類して記載することは困難であります。従いまして、従業員の状況を事業部門別・子会社別に記載しておりま

す。 

（注）１．従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含

む。）であり、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）は、年間の平均人員を

（ ）外書で記載しております。 

   ２．前連結会計年度末に比べ従業員数56名、臨時雇用者数31名増加しております。これは、主に昆明白鴎微藻技術

有限公司（子会社）において、生産量の拡大に伴い、生産人員が増加したことによるものです。 

   ３．平成18年７月に、「オゾン事業部」の名称を「環境計測器事業部」に変更いたしました。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外からの出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）は、年間の平均人員を（ ）外書で記載しておりま

す。 

   ２．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

事業部門・子会社の名称 従業員数（人） 事業の種類別セグメントとの関連 

環境設備本部 35(  3) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

産業ソリューション本部 47(  9) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境システム本部 139( 36) 環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境事業本部 62( 10) 環境関連 

環境計測器事業部 26(  8) 環境関連 

医療・環境部 10(  4) 環境関連 

管理本部他 38( 10) 全社 

㈱エバジツ（子会社） 51(  3) 風水力冷熱機器等関連 

イージェイ㈱（子会社） 16( 20) 環境関連 

バイオジェニック㈱（子会社） 1(  2) 環境関連 

昆明白鴎微藻技術有限公司（子会社） 68( 33) 環境関連 

合計 493(138)   

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

357( 80) 39.0 11.2 5,880 



第２【事業の状況】 
当社グループは、消費税等の会計処理につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税等は含まれ

ておりません。 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、鋼材価格の上昇や原油価格の高止まりなどの不安定要因は見受けられたも

のの、為替相場の安定や中国をはじめとするアジア圏の高成長などを背景に景気は総じて回復基調をたどりました。

 当社グループを取り巻く環境装置機械業界は、民需においては設備投資の増加などから市況は回復傾向にあるもの

の、官需においては公共事業予算の縮減や計画の見直しなどから引き続き厳しい状況で推移しました。 

 このような事業環境の下、環境関連製品の製造・販売を手掛ける環境関連分野においては、昨年４月に大気汚染防

止法が改正され、VOC（揮発性有機化合物）排出規制が施行されたことを受け、主に化学製品工場向けの脱臭を目的

に「VOC脱臭装置」を開発し、環境省の評価試験を受け、製品化を実現致しました。 

 また、排水処理分野においては、電力研究所及び電力会社との共同研究により、排水中の窒素を効率的に除去でき

る「脱窒フィルムユニット」を開発し、発電所における試験評価を経て製品化に至りました。 

 さらに、計測分野においては、オーストリアのスキャン社とアライアンスを組み、多成分水質測定器「スペクトロ

ライザー」を輸入販売すると共に、浄水、下水処理場向けにオゾン濃度の監視とコントロールを目的とした「溶存オ

ゾン濃度計」の共同開発も行っております。 

 医療分野においては、イタリアのテクニメッド社からの輸入商材である非接触式体温計「サーモフォーカス」の販

売を開始し、病院、診療所や学校などに向けて販売を促進しております。 

   

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（環境関連）   

①受注高 

 子会社バイオジェニック㈱が手掛ける抗酸化物質「アスタキサンチン」の製品出荷が遅れたものの、首都圏の下水

処理場を中心に大型物件が寄与した「ボエフ脱臭」、半導体工場や浄水場における高度処理施設向けの「オゾン測定

装置」などが堅調に推移しました。 

 また、排水処理分野において焼酎メーカー６社で構成する「西薩クリーンサンセット事業協同組合殿」より大型排

水処理プラントを受注しました。この結果、受注高は8,007百万円（前連結会計年度比26％増）となりました。 

②売上高 

 農業集落排水向けの水処理装置である「リアクター」や「スクリーン・ユニット」が低調だったことに加え、ボエ

フ脱臭」においても受注物件の大型化により売上計上時期が翌期へずれ込み、売上高は5,524百万円（前連結会計年

度比９％減）となりました。 

③営業利益 

 売上高の減少に加え、特定案件で約190百万円の追加原価が発生したため売上総利益が減少しました。 

 また、子会社バイオジェニック㈱及び昆明白鴎微藻技術有限公司が手掛ける抗酸化物質「アスタキサンチン」の出

荷が遅れたことにより、両子会社は当連結会計年度において、ほとんど営業利益に寄与することができませんでし

た。 

 さらに研究開発費の増加（前連結会計年度比2.3％増加し748百万円）等により営業費用が増加し、環境関連全体で

は376百万円の営業損失（前連結会計年度は67百万円の営業損失）となりました。 

（水処理関連） 

①受注高 

 公共予算の縮減の影響により、引き続き厳しい状況で推移しましたが、地方自治体の入札形態の変化も顕著に見ら

れるようになり、これに対応するため、案件の設計や積算を専門に手掛ける「システムエンジニアリング部」を新た

に設置し、人員を強化するとともに、全国に15か所ある営業所を６つのブロックに分け、技術者などの人員配置を効

率的に行える体制を構築し、案件の確保に努めました。この結果、受注高は8,816百万円（前連結会計年度比30％

増）となりました。 

②売上高 

 期初における受注残高が少なかったことに加え、受注物件の大型化や工期の多年度化により、一部の物件において

売上の計上時期が翌期にずれ込み、売上高は7,591百万円（前連結会計年度比23％減）となりました。 



③営業利益 

 低調な期初受注残高、受注物件の多年度化による影響で売上高が減少したことに加え、積算誤り等により特定案件

で約110百万円の追加原価が発生したため、営業利益は564百万円（前連結会計年度比49.8％減）となりました。 

（風水力冷熱機器等関連）  

①受注高 

 民間設備投資の増加を背景に半導体や自動車関連工場の新設需要に、デパートなどの大型商業施設、アミューズメ

ント施設のリニューアル物件も加わり、堅調に推移いたしました。また、平成18年に韓国メーカーとの業務提携によ

り販売を開始した「Ｋターボブロワ」についても省エネ需要の高まりから堅調に推移しました。この結果、受注高は

10,961百万円（前連結会計年度比13％増）となりました。 

②売上高 

 堅調な受注高に支えられ、売上高は10,548百万円（前連結会計年度比３％増）と微増しました。 

③営業利益  

 売上高は微増したものの売上総利益率の減少や特定案件において約85百万円の追加原価が発生したことから、営業

利益は305百万円（前連結会計年度比25.4％減）となりました。 

 上記の事業別の状況から、当社グループの受注高は27,785百万円（前連結会計年度比22％増）、売上高は23,665百

万円（前連結会計年度比10％減）、営業損失は119百万円（前連結会計年度は774百万円の営業利益）となりました。

 また、経常利益は、不動産賃貸収入や投資有価証券売却益などが加わったものの21百万円（前連結会計年度比99％

減）となり、当期純損益は、保険金収入や投資有価証券売却益を特別利益として計上する一方で、投資有価証券評価

損や減損損失などを計上した結果、154百万円の損失（前連結会計年度は611百万円の当期純利益）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は1,603百万円となり、前連結会計年度末

より756百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、使用した資金は375百万円となりました（前連結会計年度は524百万円の獲得）。税金等調整前当

期純損失45百万円の計上、たな卸資産1,579百万円の増加、未払消費税等249百万円の減少及び仕入債務307百万円の

減少などが主な減少要因であり、一方、前受金1,072百万円の増加、売上債権924百万円の減少、減価償却費215百万

円の計上、工事損失引当金167百万円の計上、投資有価証券評価損210百万円の計上などが主な増加要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は433百万円となりました（前連結会計年度比6.1％の減少）。定期預金の預け入れ

による支出200百万円、有形固定資産の取得による支出139百万円、投資有価証券の取得による支出1,247百万円、投

資有価証券の売却による収入1,164百万円が主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、得られた資金は50百万円となりました（前連結会計年度比70％減少）。短期借入金純増加額328

百万円、配当金の支払額253百万円が主な要因であります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は生産価格によっております。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は仕入価格によっております。 

(3）受注実績 

 当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① 受注実績 

 （注）金額は販売価格によっております。 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） 5,273 131.7 

水処理関連（百万円） 5,342 84.6 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 3,224 128.2 

合計（百万円） 13,840 107.8 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） － － 

水処理関連（百万円） 397 28.7 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 6,079 99.2 

合計（百万円） 6,476 86.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

環境関連 8,007 126.3 5,575 180.3 

水処理関連 8,816 130.0 6,977 121.3 

風水力冷熱機器等関連 10,961 112.9 3,652 112.8 

合計 27,785 121.7 16,204 134.1 



② 受注先別実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．総販売実績に対する販売割合が、10％以上の相手先はありません。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

３【対処すべき課題】 

 予断を許さない経営環境が予想される状況の下で、社会的使命として環境保全に貢献することはもちろん、利益成

長により企業価値（株主価値）を高めることを目的とし、以下の課題に取り組んでまいります。 

 ① 官公需が公共予算縮減の影響を受けるなど厳しい状況にあることから、従来以上に民需拡大を図るべく品揃えの

拡充・販路の拡大など営業力の強化を図る。 

 ② 脱臭剤などの消耗品・消耗剤分野の拡大、オペレーション＆メンテナンス事業の拡大などを行うことにより、売

上の安定化を推進する。 

 ③ 新製品の開発スピードをアップするため、開発テーマの絞込みを行うなど効率化を図るとともに、他社及び外部

研究機関との共同研究なども推進する。 

 ④ 子会社バイオジェニック㈱において手掛けている機能性素材「アスタキサンチン」の製造、販売体制の強化を図

る。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）  前年同期比（％）

環境関連 4,326 3,680 8,007 126.3 

水処理関連 8,680 136 8,816 130.0 

風水力冷熱機器等関連 1,696 9,265 10,961 112.9 

合計 14,703 13,082 27,785 121.7 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）  前年同期比（％）

環境関連 3,457 2,066 5,524 90.7 

水処理関連 7,421 170 7,591 76.6 

風水力冷熱機器等関連 1,730 8,818 10,548 102.7 

合計 12,609 11,055 23,665 90.1 



４【事業等のリスク】 

 以下においては、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項を記載しております。また、必ずしも上記のようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資判

断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示してお

ります。 

 当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、本頁及び本書中の本頁以外の記載内容も併せて、慎重に検討

したうえで行われる必要があります。なお、以下の記載は当社株式への投資に関するリスクをすべて網羅するも

のではありませんので、この点ご留意下さい。 

 なお、以下の事項には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、有価証券報告書提出日（平成19

３月27日）現在において当社グループが判断したものであります。 

  

１．官公庁への依存について 

 当社グループは、受注高及び売上高の官公庁依存度が高い水準になっており、公共投資予算の抑制や公共工事

コストの縮減策によって、当社グループの受注状況及び損益が影響を受ける可能性があります。 

 当社グループでは、オゾン・脱臭・水処理・資源再利用などの「環境関連」分野における技術開発力及び新製

品開発力の強化により積極的な民需の開拓を行い、安定した受注及び収益の向上に努める方針であります。 

①受注先別実績 

(注)当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

②販売先別実績 

(注)１．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

  ２．平成16年12月期は、決算期変更に伴い９か月決算となっており、官公庁の売上高が集中する２月及び３月を

含まないため、官公庁の比率が低くなっております。 

２．市場環境について 

 当社グループでは、市場環境の変化に対応すべく製品開発力を強化しておりますが、民間設備投資の動向、新

規参入業者の増加等による価格競争激化、原材料価格の変動など急激な市場環境の変化は、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。 

  官公庁(百万円)  民間(百万円)  計(百万円) 官公庁比率(％) 

平成15年３月期 16,149 12,337 28,486 56.7 

平成16年３月期 12,199 12,635 24,835 49.1 

平成16年12月期 11,870 8,461 20,332 58.4 

平成17年12月期 12,697 10,131 22,829 55.6 

 平成18年12月期  14,703 13,082 27,785 52.9 

  官公庁(百万円)  民間(百万円)  計(百万円) 官公庁比率(％) 

 平成15年３月期 14,147 10,951 25,098 56.4 

 平成16年３月期 14,166 12,386 26,552 53.4 

 平成16年12月期 4,236 7,935 12,172 34.8 

 平成17年12月期 15,433 10,837 26,270 58.7 

  平成18年12月期  12,609 11,055 23,665 53.3 



３．業績の季節的変動について 

 「１．官公庁への依存度について」で記載のとおり官公庁依存度が高いことから、下記のとおり売上高が決算

期変更前の平成16年３月期までは下期(２月及び３月)、決算期変更後の平成17年12月期以降は上期(２月及び３

月)に集中する季節的変動があります。  

（注）１．下期の数値は、通期の数値から上期の数値を差し引いたものであります。 

２．平成16年12月期は、決算期変更により９か月決算となったため、上期は４月から９月、下期は10月か

ら12月の３か月間となっており、下期には売上高の集中する２月及び３月を含んでおりません。 

  

４．株式会社荏原製作所グループ会社との取引関係について 

 当社グループは、荏原製作所グループ会社（以下㈱荏原製作所及び同社の関係会社をいう。）と販売代理店契

約を締結して荏原製作所グループ会社製品の仕入・販売を行うとともに、環境関連装置、水処理施設など各種プ

ラント類の施工では荏原製作所グループ会社から機器材料を調達するなど継続的な事業上の関係があります。 

 最近５連結会計年度における製品及び工事売上原価、商品仕入高に占める荏原製作所グループ会社の割合は、

以下のとおりであります。 

  平成15年３月期  平成16年３月期  

  上期 下期 通期  上期  下期 通期  

売上高（百万円） 6,498 18,600 25,098 7,841 18,711 26,552 

上下比率(％) 25.9 74.1 100.0 29.5 70.5 100.0 

経常利益（百万円） △882 1,872 990 △259 2,170 1,911 

  平成16年12月期  平成17年12月期  

  上期 下期 通期  上期  下期 通期  

売上高（百万円） 6,330 5,841 12,172 15,027 11,243 26,270 

上下比率(％) 52.0 48.0 100.0 57.2 42.8 100.0 

経常利益（百万円） △931 22 △909 884 521 1,405 

  平成18年12月期  

  上期  下期 通期  

売上高（百万円） 14,102 9,562 23,665 

上下比率(％) 59.6 40.4 100.0 

経常利益（百万円） 390 △368 21 



 荏原製作所グループ会社との取引関係は、今後も安定的に推移するものと判断しておりますが、荏原製作所グ

ループ会社との代理店基本契約等が延長されなかった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

５．製造について 

 当社は、自社の生産設備を保有しない、いわゆるファブレス企業であり、環境関連製品の製造を外部委託して

おります。当社では、約70社にわたる製造委託先を保有していること、また、製品製造に必要な技術及びデータ

はすべて当社が管理しているため、特定の製造委託先への製造委託が不可能になった場合でも、短期間で代替の

製造委託先を選定し製品供給を再開することができると認識しております。 

 生産設備を保有しないことで経営資源を研究開発に集中させることができますが、一方で、十分な製造委託先

の確保が出来ない場合などには、製品の供給が受けられなくなる可能性があります。かかる場合には、当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。 

６．関係会社の業績について 

 当社グループは、健康食品や飲料・化粧品の原材料となる微細藻類の培養による「アスタキサンチン」（抗酸

化能力をもつ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）の大量培養化、低価格による供給を目的と

して設立されたバイオジェニック㈱を平成15年６月に子会社化しました。当該子会社は、「アスタキサンチン」

を含有する植物プランクトンの効率的な大量培養研究の結果、製品販売の目処をつけ、平成16年４月より製品の

サンプル配布を開始し、平成16年７月には中華人民共和国雲南省にバイオジェニック㈱が100％出資する昆明白鴎

微藻技術有限公司を設立し、平成17年８月に生産設備を建設しました。 

 しかしながら、本格的な生産販売開始は平成19年４月以降を予定しており、その間に予測と異なる状況が発生

するなどにより、計画通り事業展開ができない可能性があります。かかる場合には、当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。  

７．海外事業展開におけるカントリーリスクについて 

 当社グループの昆明白鴎微藻技術有限公司は、中華人民共和国雲南省において生産活動を行っております。当

該国において政治、経済等の状況の変化、自然災害等何らかの要因により生産活動が困難になった場合、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

   平成15年３月期  平成16年３月期  平成16年12月期 平成17年12月期  

 Ａ 荏原製作所グループ会社(百万円) 5,408 4,133 1,557 4,262 

 Ｂ 製品及び工事売上原価 (百万円) 13,522 14,200 6,392 12,998 

Ａ／Ｂ     (％) 40.0 29.1 24.4 32.8 

 Ｃ 荏原製作所グループ会社(百万円) 4,349 4,776 2,420 5,182 

 Ｄ 商品仕入高           (百万円) 6,270 6,759 3,456 7,514 

Ｃ／Ｄ     (％) 69.4 70.7 70.1 68.7 

   平成18年12月期 

 Ａ 荏原製作所グループ会社(百万円) 3,219 

 Ｂ 製品及び工事売上原価 (百万円) 11,427 

Ａ／Ｂ     (％) 28.2 

 Ｃ 荏原製作所グループ会社(百万円) 4,210 

 Ｄ 商品仕入高          (百万円) 6,476 

Ｃ／Ｄ     (％) 65.0 



８．環境法規制について 

  当社グループは、環境法規制の強化に対応した製品の開発に経営資源を集中させており、食品リサイクル法を

はじめとした数々の環境法規制の強化は、当社グループの成長要因のひとつとなっております。 

 しかしながら、環境法規制の強化に対応した魅力ある製品を開発できない場合には、将来の成長性を低下さ

せ、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

９．法的規制について 

  当社グループは、建設業法、製造物責任法、計量法、産廃物の処理及び清掃に関する法律、高圧ガス保安法、

毒物及び劇物取締法等さまざまな法規制の適用を受けております。 

 当社グループでは法令遵守の徹底を図っておりますが、法律・規制等が強化された場合、または予期し得ぬ法

律・規則等の導入・改正等があった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

10．工事損失について 

 当社グループは、顧客の要望に応えるよう品質、機能、安全性、納期等に万全を期していますが、販売した製

品及び設計・施工したプラント類の不具合や納期遅延等により、追加工事・追加費用の発生、顧客への補償等費

用負担の発生、さらには顧客等に損害を与え損害賠償請求等の訴訟や係争が生じる可能性があります。これらが

生じた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 なお、当連結会計年度末において、工事損失引当金400百万円を計上しております。 

５【経営上の重要な契約等】 

相手方の名称 契約の内容 備考 契約期間 

株式会社 

荏原製作所 

同社の製品販売に対する営業協力、援助、代理店

に関する基本契約 

広域代理店基本

契約 

契約日平成４年11月１日

から平成６年３月31日以

後１か年ごとに自動延長 

同社機械事業本部の汎用及び産業機器などの販売

に関する契約 
特約代理店契約 

契約日平成10年６月19日

から３か年以後１か年ご

とに自動延長 

同社風水力事業本部・システム事業統括が扱う風

水力システム製品（エンジニアリング及び付帯工

事共）の取引についての基本契約 

代理店基本契約 

平成13年10月１日から平

成15年９月30日以後１か

年ごとに自動延長 

当社が開発した腐植質を用いた下水汚泥改質装置

を同社が下水道施設に販売するための優先的権利

を付与する販売協定書 

販売協定 

平成13年４月１日から２

か年以後１か年ごとに自

動延長 

荏原テクノサーブ 

株式会社 
同社の汎用及び産業機器などの販売に関する契約 特約店基本契約 

契約日平成12年４月１日

から３か年以後１か年ご

とに自動延長 



６【研究開発活動】 

(1) 方針及び目的 

当社グループの研究開発は、「豊かな人間環境の創造を目指して社会に貢献する」という経営理念に基づき、主

としてオゾン・脱臭・水処理・資源再利用という「環境関連」事業に係わる分野において製品開発を行っておりま

す。 

 川崎市麻生区の中央研究所では、脱臭剤・脱臭装置・機能性食品・遺伝子増幅にかかわる基礎研究及び製品開発

を、川崎市中原区の環境計測器事業部では、オゾン関連機器にかかわる基礎研究及び製品開発を行っております。

また、埼玉県北葛飾郡の埼玉研究所では、脱臭剤及び脱臭装置などにかかわる研究開発と実証実験を行っておりま

す。 

 さらに、子会社バイオジェニック㈱及び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司では、健康食品や飲料・化粧品の原材

料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸化能力をもつ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）の

大量培養研究を行っております。 

 なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は748百万円であります。 

(2) 主な研究開発の成果  

以下は、全て環境関連事業に係わる分野における研究開発の成果であります。 

・EKOフィルターのシリーズ商品として中性悪臭物質の脱臭を目的とした「ACPフィルター」を開発し販売を開始しま

した。 

・オゾンモニタの主力製品であるEG-2001シリーズに代わる次機種『EG-3000シリーズ』の試作品が完成し、本格販売

の準備を進めています。 

・オゾンモニタ分野において、小型タイプで主にウェハーなどハイテク分野向けの製品EL-700Aの試作品が完成し、

本格販売の準備を進めています。 

・オゾンリーク監視モニタ『ELM1』の試作品が完成し、本格販売の準備を進めています。従来、簡易的な検知器が利

用されてきましたが性能面での問題がありました。上位機種で採用している測定原理を用いて価格を従来の検知器

並みに抑えた画期的な製品です。 

・オーストリア企業と共同で、浄水、下水処理場向けにオゾン濃度の監視とコントロールを目的とした「溶存オゾン

濃度計」の試作機を開発し、評価試験を行っています。 

・電力の研究所及び電力会社との共同研究により、排水中の窒素除去を目的とした「脱窒バイオリアクター」を開発

し、火力発電所において実験データを取得中です。 

・主に化学製品工場などから排出されるVOC（揮発性有機化合物）の脱臭を目的に「VOC脱臭装置」を開発し、環境省

の評価試験を受け、製品化に至りました。 

・汚水の前処理工程で捕捉される「し渣」を微生物により減容化させる「し渣減容装置」を開発し、実験データを取

得中です。 

・子会社バイオジェニック㈱が手掛ける健康食品や飲料・化粧品の原材料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸化

能力を持つ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）について、協力会社とともに植物性プランクト

ンであるヘマトコッカス藻からのアスタキサンチン抽出技術を確立し、製品出荷を開始しました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年3月27日）現在において、当社グループが

判断したものであります。 

(1)当連結会計年度の経営成績の分析 

①概要  

当連結会計年度におけるわが国経済は、鋼材価格・原油価格など不安定要因は見受けられたものの、為替相場の

安定・アジア圏の高成長などを背景に景気は総じて回復基調をたどりました。 

 しかしながら、当社グループを取り巻く環境装置業界は、官需における公共事業予算の縮減、計画見直し等の影

響により引き続き厳しい状況で推移しました。 

 このような事業環境の下、平成18年４月に改正された大気汚染防止法に基づく脱臭装置の開発、電力研究所及び

電力会社との共同研究による新製品の開発、海外企業とのアライアンスなどの新規活動に加え、既存事業の強化を

行なってきました。 

②受注高について 

環境関連においては、首都圏の下水処理場を中心に「ボエフ」関連製品や、半導体工場や浄水場における高度処

理施設向けの「オゾン測定装置」が堅調に推移し、また焼酎廃液の大型排水処理プラントを受注することもできま

した。 

 水処理関連においては、公共予算の縮減による影響に加え、地方自治体の入札形態の変化による競争激化もあり

厳しい状況で推移しました。 

 風水力冷熱機器等関連においては、民間設備投資の増加を背景に半導体や自動車関連工場向けの新設需要に、大

型商業施設などのリニューアル物件も加わり堅調に推移しました。また、韓国メーカーとの業務提携により販売を

開始した「Ｋターボブロワ」についても省エネ需要の高まりから堅調に推移しました。 

 以上の結果、受注高は前連結会計年度比22％増の27,785百万円となりました。 

③売上高について 

環境関連においては、子会社バイオジェニック㈱及び昆明白鴎微藻技術有限公司が手掛ける抗酸化物質「アスタ

キサンチン」の製品出荷が遅れたことに加え、農業集落排水向け水処理装置が低調であり、さらに「ボエフ脱臭」

において物件の大型化により売上計上時期が翌連結会計年度にずれ込むという非常に厳しい状況で推移しました。

 水処理関連においては、低調な期初受注残高及び工期の多年度化による売上計上時期のずれ込みなどの影響を受

け、非常に厳しい状況で推移しました。 

 風水力冷熱機器等関連においては、半導体や自動車関連工場向け新設需要、大型商業施設などのリニューアル物

件、「Ｋターボブロワ」などが堅調に推移しました。 

 以上の結果、売上高は前連結会計年度比10％減の23,665百万円となりました。 

④売上総利益について  

売上高の減少に加え、積算誤りなどにより特定案件において約4億円の追加原価が発生したことにより前連結会

計年度比13％減の4,936百万円となりました。 

 また、売上総利益率は追加原価発生の影響から20.9％となり前連結会計年度の21.6％から0.7％下回ることとな

りました。 

⑤販売費及び一般管理費について 

人員数増加（前連結会計年度比56名増加）に伴う人件費の増加（前連結会計年度比90百万円増）、研究開発費の

増加（前連結会計年度比16百万円増）、営業範囲拡大に伴う旅費交通費の増加（前連結会計年度比20百万円増）な

どにより販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ3.0％増加し5,055百万円となり、119百万円の営業損失

（前連結会計年度は774百万円の営業利益）となりました。 

⑥経常利益について 

営業外費用として、不動産賃貸費用46百万円、支払利息22百万円などを計上したものの営業外収益として、不動

産賃貸収入104百万円、投資有価証券売却益87百万円などを計上したことから、経常利益は21百万円（前連結会計

年度比99％減）となりました。 

⑦税金等調整前当期純損失及び当期純損失について 

特別利益として保険金収入145百万円、投資有価証券売却益30百万円、会員権売却益23百万円などを計上したも

のの、特別損失として投資有価証券評価損210百万円、労災補償金40百万円、減損損失18百万円などを計上したこ

とから、税金等調整前当期純損失45百万円（前連結会計年度は1,242百万円の税金等調整前当期純利益）、当期純

損失154百万円（前連結会計年度は611百万円の当期純利益）となりました。 



(2)当連結会計年度の財政状態の分析 

①資産、負債及び純資産の状態  

  資産の部は、前連結会計年度末と比べ122百万円増加し、21,297百万円となりました。 

 受注残高の増加に伴いたな卸資産が1,579百万円増加したこと、長期性預金の200百万円増加により投資その他の

資産が増加したこと、また保有株式の時価下落等により繰延税金資産が257百万円増加したことなどが主な増加要

因であります。 

 一方、主な減少要因としては、売上高の減少による売上債権924百万円の減少、営業及び投資活動によるキャッ

シュ・フローの減少に伴う現金及び預金674百万円の減少、保有株式の時価下落による投資有価証券の減少などが

挙げられます。 

 負債の部は、前連結会計年度末と比べ896百万円増加し、14,814百万円となりました。 

 受注残高の増加に伴い前受金が1,072百万円増加したこと、運転資金の増加に伴い短期借入金が304百万円増加し

たこと（1年内返済予定により長期借入金から短期借入金への振替224百万円を除く）、また損失の発生が見込まれ

る手持工事が増加したことによる工事損失引当金が167百万円増加したことなどが主な増加要因であります。 

 一方、売上高の減少に伴い買入債務が307百万円、未払消費税等が187百万円減少したこと、当期純損失により未

払法人税等が257百万円減少したことが主な減少要因であります。 

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ773百万円減少し、6,483百万円となりました。 

 前年度利益処分による配当金の支払額253百万円及び役員賞与支給額65百万円、当期純損失154百万円、保有株式

の時価下落によるその他有価証券評価差額金の減少312百万円などが主な要因であります。 

②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、「第２事業の状況 １業績等の概要

（２）キャッシュ・フローの状況」に記載したとおりであります。 

 なお、当社グループのキャッシュ・フローの指標のトレンドは、下記のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。    

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債

を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用

しております。    

４．平成15年３月期、平成16年12月期及び平成18年12月期は、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナス

であるため債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオを記載しておりません。 

  

  平成15年３月期 平成16年３月期 平成16年12月期 平成17年12月期 平成18年12月期  

自己資本比率(％) 27.2 30.2 33.7 34.2 30.4 

時価ベースの    

自己資本比率(％) 
25.6 40.1 47.7 77.4 48.9 

債務償還年数(年) － 7.2 － 3.9 － 

インタレスト・     

カバレッジ・レシオ(倍) 
－ 10.5 － 27.7 － 



(3) 戦略的現状と見通し 

企業収益の改善による設備投資や個人消費の緩やかな回復など景気浮揚の兆しが見え始めているものの、当社グ

ループを取り巻く環境装置機械業界は、公共予算の縮減や計画の見直しなどの影響を受け、引き続き厳しい状況で

推移しております。 

 このような事業環境の下で、当社グループは社会的使命として環境保全に貢献することはもちろん、利益成長に

より企業価値を高めることを目的として、次のような戦略を展開してまいります。  

 ①研究開発型ファブレス企業の優位性を更に強化する。  

 ②自社開発製品である「環境関連製品」の売上総利益に占める割合を50％以上に高める。 

 ③独自の技術とノウハウで国際的な競争力を持つ新事業を創出する。 

更に、上記戦略を展開していくために平成19年12月期は具体的に以下の項目に注力いたします。 

・ボエフ脱臭分野における脱臭剤「ＥＰＸ１」の拡販及び新脱臭剤等の研究開発の強化 

・資源リサイクル分野における乾燥装置、バイオマスプラントの拡販 

・生分解性プラスチック分野における「バラ緩衝材」の海外展開 

・機能性素材分野における「アスタキサンチン」の生産量拡大及び販売促進 

・韓国からの輸入商材である「Ｋターボブロワ」の拡販 



第３【設備の状況】 
当社グループは、消費税等の会計処理につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税等は含まれ

ておりません。 

１【設備投資等の概要】 

  当社グループは、メーカー事業の拡大及び新製品・新事業の創出のスピードアップと、更なる研究開発の強化を図

るため総額189百万円の設備投資を実施しました。 

 主な設備投資は、次のとおりです。 

 昆明白鴎微藻技術有限公司 生産設備     91百万円  

 なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当連結会計年度末における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 （注）１．金額は平成18年12月末の帳簿価額であります。 

２．「従業員数」欄以外の（ ）書は、内書で賃貸中のものであり、貸借対照表上、賃貸用不動産として表示し

ております。 

３．「従業員数」欄の（ ）書は、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）の年間

の平均人員を外書で記載しております。 

４．埼玉研究所は、技術開発部門と営業部門の技術者等が機器の研究開発・実証実験を行うための施設でありま

す。 

  （平成18年12月31日現在）

事業所 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備内容 

建物 

及び 

構築物 

(百万円) 

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器具備品

  

(百万円) 

土地 

合計 

(百万円) 

従業 

員数

（人） 
面積 

（㎡） 

金額 

(百万円) 

本社 

(東京都中央区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連・ 

全社 

統括業務、 

営業設計、 

生産管理、 

営業、賃貸 

238 

(41)  
13 

17 

(0)  

395.87 

(69.73)

637 

(98) 

906 

   (140)   

152 

(28)

静岡支社 

(静岡市駿河区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連 

営業 44 － 0 211.96 89 134 
19 

(5)

関東支社 

(さいたま市浦和区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連・ 

全社 

営業、賃貸 
142 

(88)  
－ 1 

231.40 

(138.84)

196 

(117) 

339 

(205)   

19 

(4)

神奈川支社 

(川崎市川崎区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連 

営業 39 － － 77.36 0 40 
14 

(12)

環境計測器事業部 

(川崎市中原区) 
環境関連 

総合研究、 

生産管理、 

設計 

63 0 12 1,251.24 26 103 
23 

(8)

中央研究所  

(川崎市麻生区) 

環境関連・ 

水処理関連・ 

風水力冷熱機

器等関連 

総合研究 206 0 3 － － 209 
9 

(4)

埼玉研究所 

(埼玉県北葛飾郡鷲

宮町) 

環境関連 実証実験 4 － － 215.28 20 25 
－ 

(-)

八丁畷レジデンス 

(川崎市川崎区) 
全社 賃貸 

179 

(179)  
－ － 

386.80 

(386.80)

4 

(4) 

184 

(184)   

－ 

(-)

保養所 

(静岡県伊東市他) 
全社 厚生施設 66 － 0 1,089.66 44 110 

－ 

(-)



(2) 国内子会社 

 （注）１．金額は平成18年12月末の帳簿価額であります。 

２．「従業員数」欄以外の（ ）書は、内書で賃貸中のものであり、貸借対照表上、賃貸用不動産として表示し

ております。 

３．「従業員数」欄の（ ）書は、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）の年間

の平均人員を外書で記載しております。 

(3) 在外子会社 

 （注）１．金額は平成18年12月末の帳簿価額であります。 

２．「従業員数」欄の（ ）書は、臨時雇用者数（顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。）の年間

の平均人員を外書で記載しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図って

おります。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

 （注）環境計測器事業部の移転予定地であります。 

  （平成18年12月31日現在）

会社名 

（本社所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備内容 

建物 

及び 

構築物 

(百万円) 

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器具備品

  

(百万円) 

土地 

合計 

(百万円) 

従業 

員数

（人） 
面積 

（㎡） 

金額 

(百万円) 

㈱エバジツ 

(東京都大田区) 

風水力冷熱機

器等関連 

統括業務、 

営業、賃貸 

181 

(133)  
－ 

3 

(0)  

1,330.95 

(1,056.84)

76 

(71)   

261 

(205)  

51 

(3) 

イージェイ㈱ 

(神奈川県海老名市) 
環境関連 

統括業務、 

製造、営業 
7 7 0 － － 15 

16 

(20) 

  （平成18年12月31日現在）

会社名 

（本社所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備内容 

建物 

及び 

構築物 

(百万円) 

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器具備品

  

(百万円) 

土地 

合計 

(百万円) 

従業 

員数

（人） 
面積 

（㎡） 

金額 

(百万円) 

昆明白鴎微藻技術

有限公司 

(中華人民共和国雲

南省昆明市) 

環境関連 
統括業務、 

製造、営業 
188 114 67 － － 370 

68 

(33) 

会社名 所在地 
事業の種類別セ

グメントの名称  
設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定年月 

完成後の増加

能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

 当社  川崎市麻生区   環境関連 
 事業所移転用 

 土地及び建物 
185 －  自己資金 

平成19年

３月 

平成19年

９月 

業務効率の 

上昇 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

種類 発行可能株式総数（株） 

 普通株式 20,000,000 

計 20,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年３月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容

普通株式 6,640,000 6,640,000 東京証券取引所市場第一部 

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
なる株式 

計 6,640,000 6,640,000 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数(株) 

発行済株式総数
残高(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金増減
額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成13年２月16日 

（注） 
500,000 6,640,000 277 957 277 787 

発行価額 1株につき 1,108円 

資本組入額       554円 

発行価格 1株につき 1,197円 

払込金総額     554百万円 



(5) 【所有者別状況】 

(注)自己株式302,920株は、「個人その他」に3,029単元及び「単元未満株式の状況」に20株を含めて記載しております。

(6) 【大株主の状況】 

 （注）１．上記大株主以外に当社が302,920株（持株比率4.56％）を自己株式として保有しております。 

２．上記所有株式数のうち、役員持株会を通じて所有している株式数は以下のとおりであります。  

水島力夫     3株 

３．会社法第165条第２項による定款の定めに基づく取締役会決議（平成19年２月28日開催）により、株式会社

荏原製作所から550,000株を自己株式として平成19年３月１日に取得しております。 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 34 20 56 22 － 6,957 7,089 － 

所有株式数

（単元） 
－ 15,840 276 8,689 373 － 41,203 66,381 1,900 

所有株式数の

割合（％） 
－ 23.86 0.42 13.09 0.56 － 62.07 100.00 － 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

株式会社荏原製作所 東京都大田区羽田旭町11番１号 550,000 8.28 

水島力夫 東京都杉並区 409,103 6.16 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 306,000 4.61 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 265,000 3.99 

イワキ興産株式会社 東京都中央区銀座６丁目16番10号 234,600 3.53 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 190,500 2.87 

清水暎夫 横浜市港北区 173,080 2.61 

日興シテイ信託銀行株式会社(投託口) 東京都品川区東品川２丁目３番14号 150,100 2.26 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社(三井アセット信託銀行再信託

分・ＣＭＴＢエクイティインベストメ

ンツ株式会社信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 150,000 2.26 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 150,000 2.26 

計 － 2,578,383 38.83 



(7) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式     302,900 － 
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式   6,335,200 63,352 同上 

単元未満株式  普通株式       1,900 － 一単元（100株）未満
の株式 

発行済株式総数 6,640,000 － － 

総株主の議決権 － 63,352 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

荏原実業株式会社 
東京都中央区銀座

七丁目14番１号 
302,900 － 302,900 4.56 

計 － 302,900 － 302,900 4.56 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取締役会決議による取得、旧商法第221条第

６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

   会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取締役会決議による取得 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 （注）「当期間における取得自己株式」欄及び「提出日現在の未行使割合」欄の計算には、平成19年３月１日からこの

有価証券報告書提出日までの取得自己株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）「保有自己株式数」欄には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの取得自己株式は含まれてお

りません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年２月28日）での決議状況 

（取得期間 平成19年３月１日） 
550,000 1,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 － － 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 550,000 948,750,000 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間 平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 10 24,300 

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 302,920 － 852,920 － 



３【配当政策】 

 利益配分については、株主の皆様に対して安定的配当を継続して実施することを経営の重要課題としております。さら

に内部留保にも意を用い研究開発、設備投資に備えるなどして、業績の向上と財務体質の強化に努めることを基本方針と

しております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定

機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり普通配当40円（うち中間配当20円）を実施することを

決定いたしました。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めて

おります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成13年４月１日から平成16年２月29日までは東京証券取引所市場第二部におけるもの

であり、平成16年３月１日以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．第66期は、決算期の変更により平成16年４月１日から平成16年12月31日までの９か月間となっております。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

 平成18年８月９日 

 取締役会 
126 20.00 

 平成19年３月27日 

 第68期定時株主総会 
126 20.00 

回次 第63期 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

最高（円） 1,420 1,410 1,692 1,755 2,700 2,735 

最低（円） 1,000 920 940 1,302 1,451 1,500 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 2,110 1,950 1,965 1,965 1,599 1,765 

最低（円） 1,857 1,820 1,800 1,500 1,500 1,596 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

取締役会長   水島 力夫 大正15年９月15日生

昭和18年12月 株式会社荏原製作所入社 

昭和21年11月 当社入社 

昭和29年１月 取締役 

昭和41年２月 専務取締役 

昭和53年７月 代表取締役副社長 

昭和55年３月 代表取締役社長 

平成19年１月 取締役会長（現任） 

409 

取締役社長 

(代表取締役) 

営業統括・  

管理統括・  

新事業推進室統

括  

鈴木 久司 昭和14年11月30日生

昭和35年３月 株式会社旭通信機製作所入社 

昭和36年９月 当社入社 

昭和58年11月 取締役 

昭和61年12月 常務取締役 

平成２年３月 専務取締役 

平成３年10月 オゾン事業部統括 

平成５年12月 代表取締役（現任） 

平成５年12月 管理統括（現任） 

平成12年２月 代表取締役副社長 

平成13年４月 環境開発本部統括 

平成14年10月 新事業推進室統括（現任） 

平成19年１月 代表取締役社長（現任） 

平成19年１月 営業統括（現任） 

123 

常務取締役 

執行役員・  

営業副統括・  

産業ソリューシ

ョン本部長  

熊倉 良一 昭和23年12月９日生

昭和46年４月 当社入社 

平成元年４月 官公需営業部長 

平成３年12月 取締役 

平成10年５月 常務取締役 

平成10年５月 環境開発本部長 

平成11年６月 執行役員（現任） 

平成12年５月 中央研究所統括 

平成14年４月 営業副統括 

平成15年４月 取締役 

平成15年４月 産業システム本部長 

平成16年５月 専務取締役 

平成16年５月 営業統括 

平成17年６月 常務取締役（現任） 

平成17年６月 営業副統括（現任） 

平成17年６月 環境ソリューション本部長 

平成17年12月 産業ソリューション本部長（現任） 

31 

常務取締役 

執行役員・ 

営業副統括・ 

環境設備本部長 

佐藤 善伸 昭和31年２月23日生

昭和53年３月 当社入社 

平成７年７月 建築設備営業部長 

平成10年５月 環境設備第１営業部長 

平成11年６月 執行役員（現任） 

平成11年７月 環境設備本部長（現任） 

平成14年６月 取締役 

平成16年５月 常務取締役（現任） 

平成16年５月 営業副統括（現任） 

11 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

常務取締役 

執行役員・ 

営業副統括・ 

環境システム本

部長 

小林 孝泰 昭和26年４月10日生

昭和50年４月 当社入社 

平成11年５月 静岡支社部長 

平成13年４月 静岡支社長 

平成13年７月 執行役員（現任） 

平成17年12月 環境システム本部副本部長 

平成18年３月 取締役 

平成19年１月 常務取締役（現任） 

平成19年１月 営業副統括（現任） 

平成19年１月 環境システム本部長（現任） 

7 

取締役 

 執行役員・ 

 環境計測器事業 

 部兼医療・環境 

 部兼中央研究所 

 各統括 

飯沢 不二雄 昭和19年７月31日生

昭和43年４月 当社入社 

平成２年12月 取締役 

平成５年12月 常務取締役 

平成10年５月 専務取締役 

平成11年６月 執行役員 

平成13年４月 営業統括 

平成13年６月 代表取締役 

平成13年９月 中央研究所統括 

平成14年４月 環境システム本部長 

平成15年４月 環境事業本部長 

平成17年６月 営業統括 

平成18年７月 環境システム本部長 

平成19年１月 取締役（現任） 

平成19年１月 執行役員（現任） 

平成19年１月 環境計測器事業部兼医療・環境部兼

中央研究所各統括（現任） 

26 

取締役 

執行役員・  

環境システム本

部副本部長・ 

関東支社長 

滝川 政規 昭和23年８月２日生

昭和44年４月 当社入社 

平成元年３月 静岡支社長 

平成11年６月 執行役員（現任） 

平成13年４月 環境システム本部長 

平成13年６月 常務取締役 

平成14年４月 環境開発本部長 

平成14年10月 環境開発本部兼安全室各統括 

平成15年４月 取締役（現任） 

平成15年４月 環境ソリューション本部長 

平成17年６月 ナノ・クリーン本部長 

平成18年２月 環境事業本部長兼環境開発事業部長 

平成18年８月 知的財産部長 

平成18年11月 環境システム本部副本部長（現任） 

平成18年11月 関東支社長（現任） 

22 

取締役 

執行役員・ 

環境システム本

部副本部長・ 

東関東支社長 

斉藤 明や 昭和23年６月３日生

昭和46年４月 当社入社 

昭和63年10月 大阪支社長 

平成６年３月 民需本部部長 

平成12年４月 東関東支社長（現任） 

平成13年７月 執行役員（現任） 

平成19年３月 取締役（現任） 

平成19年３月 環境システム本部副本部長（現任） 

4 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

取締役 

執行役員・ 

管理本部長・ 

法務部長・ 

新事業推進室長 

加賀 史朗 昭和26年２月14日生

昭和49年４月 株式会社日本長期信用銀行入行 

平成10年12月 当社入社 

平成11年４月 経理部長 

平成12年５月 管理本部副本部長 

平成15年８月 管理本部長（現任） 

平成16年４月 執行役員（現任） 

平成16年４月 法務部長（現任） 

平成18年２月 新事業推進室長(現任) 

平成19年３月 取締役（現任） 

3 

取締役 

執行役員・ 

環境システム本

部副本部長・ 

神奈川支社長 

三木 嘉広 昭和36年７月４日生

昭和58年４月 当社入社 

平成11年７月 公共１部長 

平成12年４月 神奈川支社長（現任） 

平成16年４月 執行役員（現任） 

平成19年３月 取締役（現任） 

平成19年３月 環境システム本部副本部長（現任） 

3 

常勤監査役   岩城 英隆 昭和18年10月９日生

昭和57年７月 当社入社 

平成２年10月 総務部長 

平成５年12月 理事 

平成８年４月 経営企画室長 

平成11年７月 執行役員 

平成16年４月 理事 

平成16年６月 監査役（現任） 

2 

監査役   高橋 厚夫 昭和３年１月２日生

昭和36年８月 公認会計士登録 

昭和46年４月 等松・青木監査法人（現監査法人トーマ

ツ）入社 

昭和47年２月 監査法人トーマツ代表社員 

平成５年６月 亜細亜証券印刷株式会社常勤監査役 

平成８年６月 当社監査役（現任） 

1 

監査役   平山 正剛 昭和９年４月15日生

昭和39年４月 弁護士登録 

昭和58年７月 株式会社荏原製作所監査役（現任） 

平成10年６月 当社監査役（現任） 

平成18年４月 日本弁護士連合会会長（現任） 

0 

監査役   恒石 彰久 昭和12年１月１日生

昭和41年８月 公認会計士登録 

昭和43年９月 等松・青木監査法人（現監査法人トーマ

ツ）入社 

昭和58年１月 監査法人トーマツ代表社員 

平成９年２月 税理士登録 

平成12年４月 日本公認会計士協会入社 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

0 

    計 650 



 （注）１．取締役全員の任期は、平成19年３月27日開催の第68期定時株主総会から１年であります。また、監査役岩城

英隆及び平山正剛は平成16年６月25日開催の第65期定時株主総会から４年、監査役高橋厚夫及び恒石彰久は

平成17年３月29日開催の第66期定時株主総会から４年であります。 

２．所有株式数には、荏原実業役員持株会における各自の持分を含めた実質持株数を記載しております。また、

平成19年３月27日開催の定時株主総会において新たに取締役に選任された者については、荏原実業社員持株

会における持分を含めた実質持株数を記載しております。 

なお、提出日現在（平成19年３月27日）の持株会による取得株式数は、確認が出来ないため、平成19年２月

末現在の実質持株数を記載しております。 

    ３．監査役高橋厚夫、平山正剛及び恒石彰久は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４．当社では、意思決定と監督機能並びに執行機能の分離により、取締役会を活性化するため、執行役員制度を

導入しております。 

執行役員は、常務取締役営業副統括兼産業ソリューション本部長熊倉良一、常務取締役営業副統括兼環境設

備本部長佐藤善伸、常務取締役営業副統括兼環境システム本部長小林孝泰、取締役環境計測器事業部兼医

療・環境部兼中央研究所各統括飯沢不二雄、取締役環境システム本部副本部長兼関東支社長滝川政規、取締

役環境システム本部副本部長兼東関東支社長斉藤明や、取締役管理本部長兼法務部長兼新事業推進室長加賀

史朗、取締役環境システム本部副本部長兼神奈川支社長三木嘉広、東北支社長志村修三、環境事業本部長兼

環境開発事業部長阿部亨、環境事業本部副本部長兼ボエフ・脱臭事業部長兼機器技術部長堀口伸ニ、産業ソ

リューション本部副本部長石井裕二、環境設備本部副本部長蔵見義晴、静岡支社長富野信夫、環境設備本部

副本部長三浦培穣、管理本部副本部長兼総務部長小林均、環境計測器事業部長大平美智男、経理部長大野周

司、大阪支社長菅野一徳、以上19名であります。 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 当社では、上場企業としての責務である社会的責任を果たすべくコーポレート・ガバナンスの充実、コンプライ

アンス体制の強化、アカウンタビリティの明確化を推進するために以下のとおり経営管理組織の強化に取り組んで

おります。 

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 ①監査役制度 

 当社は、監査役制度を採用しております、監査役会の機能強化を図るため監査役を４名とし、そのうち３名（弁

護士１名、公認会計士２名）は社外監査役であります。監査役は、重要な意思決定の過程を把握するため、取締役

会をはじめ重要な会議に出席するほか、業務執行状況を把握するため営業、管理の各部門を調査し、重要な書類の

閲覧を行うとともに、グループ各社の調査も実施し、業務執行の適法性、妥当性に関する監督を行っております。

 また、監査役会と会計監査人は、定期的に打合せを行い、情報の交換を密にし、相互に連携して監査を実施して

おります。 

 なお、社外監査役と当社の間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係で、重要性のあるものはあ

りません。 

 ②監査室 

 内部統制システムの一つとして、社長直轄の監査部門である監査室（専任１名）を設置しております。監査室

は、会社の業務活動が、法令、定款、会社の経営方針、計画及び諸規程に準拠し、適正かつ効果的に遂行されてい

るかを監査するとともに、必要に応じて勧告を行なうなど内部統制システムの充実・強化に努めております。 

 また、監査役会、会計監査人とも情報交換を行い、必要に応じ連携して監査を行なえるよう努めております。 

 ③会計監査 

 当社の会計監査は、監査法人トーマツに依頼しており、監査業務を執行した公認会計士は石橋和夫氏、羽鳥良彰

氏であります。また、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補２名、その他３名であります。

なお、会計監査業務を執行した公認会計士は両氏とも継続監査期間が７年を超えていないため、継続監査年数を記

載しておりません。 

 ④取締役の任期及び定数 

 取締役の経営責任及び執行監督責任を明確にするとともに、経営環境の変化に対応して最適な経営体制を機動的

に構築するため、平成15年６月に、取締役の任期を２年から１年に変更しました。また、当社の取締役は10名以内

とする旨定款に定めております。 

 ⑤社外取締役及び社外監査役との責任限定契約 

 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責

任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の

限度額は、あらかじめ定められた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額となっております。 

なお、当社は、社外取締役を選任しておりません。 

 ⑥執行役員制度 

 経営の意思決定機能の強化とスピードアップ及び執行監督機能強化など取締役会の機能をより有効に発揮させる

ため、平成11年６月に執行役員制度を導入し、急激な経営環境の変化にタイムリーかつ柔軟に対応できるよう努め

ております。 

 ⑦リスク・コンプライアンス委員会 

 企業倫理向上及び法令遵守等のコンプライアンスの強化を図るためにリスク・コンプライアンス委員会を設置

し、全役員及び従業員に対するコンプライアンスの徹底に関わる啓蒙活動を定期的に行うとともに、会社全体の状

況把握と問題点の指摘などの監視を行なっております。 

 ⑧経営会議 

 大口受注や大口事業投資などに係るリスクに対応するため、代表取締役社長を議長とする経営会議を設置してお

ります。経営会議は一定金額以上の受注案件や事業投資案件について、リスクを検討し、また、必要に応じ当該リ

スクの最小化を検討しております。 

 ⑨タイムリーディスクロージャー 

 法令・証券取引所規則等に基づくタイムリーディスクロージャー（適時開示）の励行とIR活動を積極的に行って

おります。その一環として個人投資家向け説明会の実施、集中日を避けた株主総会の開催、ホームページでの情報

開示内容の充実などを行なっております。 



当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

<図表> 

（２）役員報酬の内容   

  役員報酬の内容は以下のとおりであります。   

（３）監査報酬の内容   

  当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬の内容は以下のとおりであります。 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額     23百万円   

区分 
取締役 監査役 計 

支給人員(名) 支給額(百万円) 支給人員(名) 支給額(百万円) 支給人員(名) 支給額(百万円)

役員報酬 9 208 4 21 13 229 

利益処分による

役員賞与金 
9 45 4 5 13 50 

役員退職慰労金 － － － － － － 

計 － 253 － 26 － 279 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

 また、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きを適用しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 また、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きを適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年１月１日から

平成18年12月31日まで）及び当事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度  

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度  

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    2,422   1,747  

２．受取手形及び売掛金 ※５  8,320   7,395  

３．たな卸資産   1,558   3,139  

４．繰延税金資産   197   250  

５．その他   469   307  

   貸倒引当金   △1   △2  

流動資産合計   12,965 61.2  12,838 60.3 

Ⅱ 固定資産        

１.有形固定資産        

(１)建物及び構築物 ※２ 1,771   1,879   

減価償却累計額  860 911  943 935  

(２)機械装置及び運搬具  184   197   

減価償却累計額  77 107  61 136  

(３)工具器具備品  365   334   

減価償却累計額  205 160  211 123  

(４)土地 ※２  841   811  

(５)その他    63   22  

有形固定資産合計   2,083 9.9  2,028 9.5 

２.無形固定資産   39 0.2  32 0.2 

３.投資その他の資産        

(１)投資有価証券 ※２  2,590   2,380  

(２)保険積立金   1,615   1,731  

(３)賃貸用不動産 
※１ 
※２ 

 835   828  

(４)繰延税金資産   576   781  

(５)その他   579   745  

   貸倒引当金   △112   △70  

投資その他の資産合計   6,085 28.7  6,397 30.0 

固定資産合計   8,209 38.8  8,458 39.7 

資産合計   21,174 100.0  21,297 100.0 

        
 



    
前連結会計年度  

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度  

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 
※２ 
※５ 

 7,879   7,572  

２．短期借入金 ※２  1,804   2,332  

３．未払法人税等   315   57  

４．未払消費税等    191   4  

５．前受金    1,522   2,595  

６．賞与引当金   137   146  

７．工事損失引当金   232   400  

８．その他 ※５  398   461  

流動負債合計   12,482 58.9  13,570 63.7 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２  250   26  

２．退職給付引当金   579   562  

３．役員退職慰労引当金   528   574  

４．その他   77   80  

固定負債合計   1,435 6.9  1,243 5.9 

負債合計   13,917 65.8  14,814 69.6 

（少数株主持分）        

  少数株主持分    10 0.0  － － 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  ※３  957 4.5  － － 

Ⅱ 資本剰余金   787 3.7  － － 

Ⅲ 利益剰余金   5,862 27.7  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   32 0.1  － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定    33 0.2  － － 

Ⅵ 自己株式  ※４  △427 △2.0  － － 

資本合計   7,246 34.2  － － 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  21,174 100.0  － － 

        
 



    
前連結会計年度  

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度  

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   957 4.5 

２．資本剰余金     － －   787 3.7 

３．利益剰余金     － －   5,389 25.3 

４．自己株式     － －   △427 △2.0 

株主資本合計     － －   6,707 31.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差額金     － －   △279 △1.3 

２．為替換算調整勘定     － －   52 0.2 

評価・換算差額等合計     － －   △226 △1.1 

Ⅲ 少数株主持分     － －   3 0.0 

純資産合計     － －   6,483 30.4 

負債純資産合計     － －   21,297 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高        

１．製品及び工事売上高  17,448   16,056   

２．商品売上高  8,821 26,270 100.0 7,609 23,665 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品及び工事売上原価  12,998   12,477   

２．商品売上原価  7,587 20,586 78.4 6,251 18,728 79.1 

売上総利益        

１．製品及び工事売上総利益  4,450   3,578   

２．商品売上総利益  1,234 5,684 21.6 1,357 4,936 20.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 4,910 18.7  5,055 21.4 

営業利益又は営業損失(△)   774 2.9  △119 △0.5 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  6   7   

２．受取配当金  37   33   

３．不動産賃貸収入  102   104   

４．投資有価証券売却益  561   87   

５．その他  19 729 2.8 15 248 1.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  19   22   

２．不動産賃貸費用  49   46   

３．貸倒引当金繰入額  12   －   

４．その他  16 97 0.4 38 107 0.5 

経常利益   1,405 5.3  21 0.1 

 



    
前連結会計年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益  ※３  －   6   

２．投資有価証券売却益   80   30   

３．保険金収入   －     145     

４．会員権償還益   3   －   

５．会員権売却益   －   23   

６．貸倒引当金戻入益   0 85 0.3 4 210 0.9 

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産処分損 ※４ 3   8   

２．減損損失   ※５  －     18     

３．投資有価証券評価損  19   210   

４．工事損失引当金繰入額    224     －     

５．労災補償金   － 247 0.9 40 277 1.2 

税金等調整前当期純利益又
は税金等調整前当期純損失
(△) 

  1,242 4.7  △45 △0.2 

法人税、住民税及び事業税  294   159   

法人税等調整額  343 637 2.4 △43 115 0.5 

少数株主損失   6 0.0  7 0.0 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  611 2.3  △154 △0.7 

        



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

    
前連結会計年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    787 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   787 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    5,520 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

  当期純利益  611 611 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

  配当金  269 269 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   5,862 

    

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高  （百万円） 957 787 5,862 △427 7,180 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － △253 － △253 

利益処分による役員賞与  － － △65 － △65 

当期純損失 － － △154 － △154 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の      
連結会計年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計（百万円） － － △472 △0 △472 

平成18年12月31日 残高  （百万円） 957 787 5,389 △427 6,707 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等

合計 

平成17年12月31日 残高  （百万円） 32 33 66 10 7,256 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － － － △253 

利益処分による役員賞与  － － － － △65 

当期純損失 － － － － △154 

自己株式の取得 － － － － △0 

株主資本以外の項目の      
連結会計年度中の変動額（純額） 

△312 18 △293 △6 △300 

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △312 18 △293 △6 △773 

平成18年12月31日 残高  （百万円） △279 52 △226 3 6,483 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は        
税金等調整前当期純損失(△) 

 1,242 △45 

減価償却費  168 215 

減損損失   － 18 

連結調整勘定償却額  5 － 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  11 △11 

賞与引当金の増減額（減少：△）  10 8 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  △17 △17 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  68 45 

工事損失引当金の増減額 （減少：△）  232 167 

受取利息及び受取配当金  △44 △41 

固定資産売却益   － △6 

投資有価証券売却益  △642 △118 

保険金収入   － △145 

会員権償還益   △3 － 

会員権売却益   － △23 

支払利息  19 22 

固定資産処分損  3 8 

投資有価証券評価損  19 210 

労災補償金   － 40 

売上債権の増減額（増加：△）  △514 924 

たな卸資産の増減額（増加：△）  237 △1,579 

仕入債務の増減額（減少：△）  △21 △307 

前受金の増減額（減少：△）  △548 1,072 

未払消費税等及び 
未収消費税等の増減額（減少：△） 

 290 △249 

役員賞与の支払  － △65 

その他  10 △60 

小計  528 63 

利息及び配当金の受取額  44 41 

利息等の支払額  △18 △23 

労災補償金の支払額  － △40 

法人税等の支払額  △30 △416 

営業活動によるキャッシュ・フロー  524 △375 

 



    
前連結会計年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預け入れによる支出  － △200 

拘束性預金の増加  － △82 

有形固定資産の取得による支出   △674 △139 

有形固定資産の売却による収入   － 48 

無形固定資産の取得による支出  △1 △3 

有価証券の償還による収入   8 － 

保険金受取による収入   － 212 

投資有価証券の取得による支出  △2,522 △1,247 

投資有価証券の売却による収入  2,879 1,164 

会員権の売却による収入   － 30 

その他  △150 △215 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △461 △433 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純増減額（減少：△）  460 328 

長期借入による収入  200 － 

長期借入金の返済による支出  △224 △24 

自己株式の取得による支出  △0 △0 

少数株主への株式の発行による収入   3 － 

配当金の支払額  △269 △253 

財務活動によるキャッシュ・フロー  169 50 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  8 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  240 △756 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,118 2,359 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,359 1,603 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ４社 

会社名   ㈱エバジツ 

      イージェイ㈱ 

       バイオジェニック㈱ 

       昆明白鴎微藻技術有限公司 

 なお、非連結子会社はありません。 

同左 

２．持分法の適用に関する 

事項 

 持分法適用会社はありません。 

 なお、関連会社はありません。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等 

に関する事項 

 すべての連結子会社の決算日は連結決

算日と同一であります。 

同左 

４．会計処理基準に関する  

事項 

  

(1）重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

  

①有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 商品 

 個別法による原価法 

商品 

同左 

  製品 

  主として個別法による原価法 

製品 

同左 

 原材料 

  主として月次総平均法による原価法 

原材料 

同左 

 仕掛工事・仕掛品 

  個別法による原価法 

仕掛工事・仕掛品 

  主として個別法による原価法 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

  

①有形固定資産・

賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

同左 

 建物及び構築物 ３年～50年 

機械装置及び運搬具 ３年～12年 

工具器具備品 ３年～20年 

賃貸用不動産 

（建物及び構築物） 
15年～50年 

 

②無形固定資産  定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は、特許権８年、

営業権５年であります。また、自社利用

のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）を償却年数とし

ております。 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は、特許権８年、

のれん５年であります。また、自社利用

のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）を償却年数とし

ております。 

(3）重要な引当金の   

計上基準 

  

①貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

②賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しております。 

同左 

③工事損失引当金  受注工事の損失に備えるため、連結会

計年度末における手持工事のうち、損失

の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に

見積もることのできる工事について、損

失見積額を計上しております。  

（追加情報） 

 当連結会計年度において、損失の発生が

見込まれる手持工事が発生したため、新た

に工事損失引当金232百万円計上しており

ます。 

 受注工事の損失に備えるため、連結会

計年度末における手持工事のうち、損失

の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に

見積もることのできる工事について、損

失見積額を計上しております。  

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

④退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

における発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれの発生

の翌連結会計年度から損益処理すること

としております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を発

生した連結会計年度から損益処理してお

ります。 

同左 

⑤役員退職慰労引当金  役員に対する退職慰労金の支給に備え

るため内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。 

同左 

(4）工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によってお

りますが、工期が１年以上かつ請負金額

３億円以上の工事については、工事進行

基準によっております。 

 原則として、工事完成基準によってお

りますが、工期が１年以上かつ請負金額

３億円以上の工事については、工事進行

基準によっております。 

 なお、当連結会計年度における工事進

行基準による売上高は1,532百万円であり

ます。 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 在外子会社の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。  

 在外子会社の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分に含めて

計上しております。  

(6）重要なリース取引の 

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

 消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

５．連結子会社の資産及び 

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却  

に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、原則

として５年間の均等償却によっておりま

す。ただし、金額が僅少の場合は、発生

した連結会計年度の損益として処理して

おります。  

  ────── 

７．のれんの償却に関する 

事項 

  ──────  のれんの償却については、原則として

５年間の均等償却によっております。た

だし、金額が僅少の場合は、発生した連

結会計年度の損益として処理しておりま

す。  

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した連結会社の利益処分に基づい

て作成しております。 

  ────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の 

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これにより、経常利益は0百万円増加し、税金等調整

前当期純損失は18百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

 また、減損損失累計額は、各資産の取得原価から直

接控除しております。 

  （役員賞与に関する会計基準） 

  役員賞与については、従来利益処分により株主総会

の決議を経て利益剰余金の減少としておりましたが、

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）に基づ

き、発生時に費用処理しております。 

 これにより、営業損失は12百万円増加し、経常利益

は12百万円減少し、税金等調整前当期純損失は12百万

円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。  

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、 

6,480百万円であります。 

 また、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 



表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「会員

権」（当連結会計年度末残高109百万円）は、重要性が低

くなったため、当連結会計年度より投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。 

  ────── 

前連結会計年度  
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度  
（平成18年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 

628百万円 638百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産   

建物及び構築物 247百万円 

土地 474 

投資有価証券 327 

賃貸用不動産 361 

計 1,410百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 1,304百万円 

短期借入金 1,274 

長期借入金 250 

計 2,828百万円 

(イ）担保に供している資産   

建物及び構築物 236百万円 

土地 474 

投資有価証券 235 

賃貸用不動産 346 

計 1,294百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 867百万円 

短期借入金 1,454 

長期借入金 26 

計 2,347百万円 

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式6,640,000株 

  であります。 

※３．              ────── 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式302,910

株であります。なお、連結子会社が保有する自己株

式はありません。 

※４．              ────── 

※５．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。 

   受取手形            288百万円 

   支払手形              2百万円 

 また、ファクタリング方式により当社グループに

対する債権者よりみずほファクター㈱に譲渡された

債権（当社グループの買掛金及び未払金）の会計処

理は、決済日をもって処理しております。なお、次

の連結会計年度末決済買掛金及び未払金が連結会計

年度末残高に含まれております。 

   買掛金              430百万円 

   流動負債その他(未払金)      18百万円 

※５．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。 

   受取手形             205百万円 

   支払手形             14百万円 

 また、ファクタリング方式により当社グループに

対する債権者よりみずほファクター㈱に譲渡された

債権（当社グループの買掛金及び未払金）の会計処

理は、決済日をもって処理しております。なお、次

の連結会計年度末決済買掛金及び未払金が連結会計

年度末残高に含まれております。 

   買掛金              688百万円 

   流動負債その他(未払金)       3百万円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

従業員給料手当 1,301百万円 

賞与 369 

賞与引当金繰入額 111 

法定福利費 270 

退職給付引当金繰入額 111 

役員退職慰労引当金繰入額 68 

旅費交通費 273 

減価償却費 41 

研究開発費 731 

従業員給料手当 1,368百万円 

賞与 346 

賞与引当金繰入額 115 

法定福利費 285 

退職給付引当金繰入額 110 

役員退職慰労引当金繰入額 45 

旅費交通費 294 

減価償却費 38 

研究開発費 748 

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 731百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 748百万円 

※３．               ────── ※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 建物及び構築物 0百万円 

土地 5 

計 6百万円 

※４．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 ※４．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 2 

工具器具備品  0 

電話加入権 0 

計 3百万円 

機械装置及び運搬具 3百万円 

工具器具備品  2 

電話加入権 2 

計 8百万円 

※５．               ────── ※５．減損損失 

  (1) 減損損失を認識した資産グループの概要 

 場所 用途 種類 減損損失 

静岡県富士市 賃貸用資産  
建物 11百万円 

土地 ４百万円 

千葉県香取郡  遊休資産  土地 ３百万円 

 計 18百万円 

   (2) 資産のグルーピングの概要 

   当社グループは、継続的に損益を把握している事業 

 単位ごとに資産をグルーピングしておりますが、賃貸 

 用資産及び遊休資産については個々の物件をグルーピ 

 ングの単位としております。 

   (3) 減損損失の認識に至った経緯 

    静岡県富士市の賃貸用資産については、不動産価格 

  の著しい下落に伴い収益性が著しく低下したため、減 

  損損失を認識いたしました。 

    千葉県香取郡の土地については、遊休状態にあり今 

  後の利用計画もなく、地価も著しく下落しているた 

 め、減損損失を認識いたしました。 

   (4) 回収可能価額の算定方法 

    回収可能価額は、正味売却価額により測定してお 

 り、固定資産税評価額等を基礎として算定しておりま 

 す。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)自己株式(普通株式)の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

 当連結会計年度 
 増加株式数（株）

 当連結会計年度 
 減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 6,640,000 － － 6,640,000 

合計 6,640,000 － － 6,640,000 

自己株式     

普通株式  (注)  302,910 10 － 302,920 

合計 302,910 10 － 302,920 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

  １株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年３月28日 

第67期定時株主総会 
普通株式 126,741 20.00 平成17年12月31日 平成18年３月28日 

平成18年８月９日 

取締役会 
普通株式 126,741 20.00 平成18年６月30日 平成18年９月６日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
 １株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年３月27日 

第68期定時株主総会 
普通株式 126,741 利益剰余金 20.00 平成18年12月31日 平成19年３月28日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,422百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60 

別段預金 △2 

現金及び現金同等物 2,359百万円 

現金及び預金勘定 1,747百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60 

別段預金 △2 

拘束性預金 △82 

現金及び現金同等物 1,603百万円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び  
構築物 

8 3 4

機械装置及び
運搬具 

47 27 20

工具器具備品 164 81 83

その他 12 2 9

合計 232 114 118

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物及び  
構築物 

8 4 3

機械装置及び
運搬具 

37 12 25

工具器具備品 160 82 77

その他 12 5 7

合計 218 104 113

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 44百万円 

１年超 76  

合計 120百万円 

１年内 40百万円 

１年超 74  

合計 115百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 25百万円 

減価償却費相当額 24百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 50百万円 

減価償却費相当額 47百万円 

支払利息相当額 2百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

同左 

  （減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当該有価証券の減損処理に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が著しく下

落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしております。 

 また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案

して、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することと

しております。 

 なお、前連結会計年度及び当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、それぞれ

19百万円、209百万円の減損処理を実施しております。 

種類 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対

照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対

照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

(1）株式 304 492 188 125 136 10 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － 102 103 1 

小計 304 492 188 227 239 11 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

(1）株式 1,592 1,460 △132 1,933 1,453 △480 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 100 99 △0 155 152 △2 

小計 1,692 1,559 △132 2,089 1,606 △483 

合計 1,996 2,052 55 2,316 1,845 △471 



２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない有価証券の内容 

（注）当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損0百万円を計上しており

ます。 

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平

成18年12月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度  
（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

当連結会計年度  
（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

3,207 642 － 836 118 － 

  

前連結会計年度
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度  
（平成18年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 510 509 

投資事業組合への出資持分  27 25 

種類 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

１年以内 
１年超５年

以内 

５年超10年

以内 
10年超 １年以内 

１年超５年

以内 

５年超10年

以内 
10年超 

(1）債券         

① 国債・地方債

等（百万円） 
－ － － － － － － － 

② 社債（百万円) － － － － － － － － 

③ その他 

（百万円） 
－ － － － － － － － 

(2）その他 

  （百万円) 
－ 100 － － － 100 － － 

合計（百万円） － 100 － － － 100 － － 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社１社は、確定給付型の制度として、結合契約の適格退職年金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

（注）連結子会社１社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社１社の退職給付費用は、上記(1）勤務費用に計上しております。 

   ２．上記退職給付費用以外に割増退職金として前連結会計年度153千円、当連結会計年度662千円を退職金に

計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度
（平成18年12月31日） 

(1）退職給付債務（百万円） 1,475 1,642 

(2）年金資産（百万円） 898 1,034 

(3）未積立退職給付債務 (1)-(2)（百万円） 577 607 

(4）未認識数理計算上の差異（債務の減額） 

  （百万円） 
△81 △25 

(5）未認識過去勤務債務（債務の増額）（百万円） 79 70 

(6）退職給付引当金(3)-(4)-(5)(百万円） 579 562 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日)

(1) 勤務費用（百万円） 105 113 

(2) 利息費用（百万円） 32 33 

(3) 期待運用収益（百万円） 15 11 

(4) 数理計算上の差異の費用の減額処理額  

  （百万円） 
3 △4 

(5) 過去勤務債務の費用処理額（百万円） 9 9 

退職給付費用 (1)+(2)-(3)+(4)+(5)(百万円） 134 139 

前連結会計年度
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度
（平成18年12月31日） 

(1) 割引率（％） 2.5 
期首   2.5  

期末   2.0  

(2) 期待運用収益率（％） 1.0 1.0 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年 10年 

(5) 過去勤務債務の処理年数  10年  10年 



（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。  

（税効果会計関係） 

前連結会計年度  
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度  
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 35百万円 

賞与引当金否認額 55 

工事損失引当金否認額 94 

その他 10 

 合計 197百万円 

（流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 10百万円 

賞与引当金否認額 59 

工事損失引当金否認額 162 

その他 18 

 合計 250百万円 

（固定の部）   

繰延税金資産   

退職給付引当金否認額 235百万円 

役員退職慰労引当金否認額 215 

投資有価証券評価損否認額 7 

会員権評価損否認額 55 

減価償却超過額 31 

貸倒引当金損金算入限度超過額 36 

繰越欠損金 141 

その他 20 

 小計 744  

 評価性引当額 △145  

 合計 599百万円 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △22百万円 

繰延税金資産（純額） 576百万円 

（固定の部）   

繰延税金資産   

退職給付引当金否認額 228百万円 

役員退職慰労引当金否認額 233 

会員権評価損否認額 55 

減価償却超過額 28 

貸倒引当金損金算入限度超過額 27 

その他有価証券評価差額金 191 

繰越欠損金 686 

その他 23 

 小計 1,476  

 評価性引当額 △694  

 合計 781百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2 

住民税均等割 1.9 

評価性引当額の増加額 7.3 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.5 

試験研究費の税額控除額  △2.4 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.3％ 

法定実効税率 △40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 94.4 

住民税均等割 49.1 

評価性引当額の増加額 196.8 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△11.4 

試験研究費の税額控除額  △41.2 

役員賞与  10.6 

中小企業の軽減税率 △3.4 

その他 △1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 253.2％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  
環境関連 
（百万円） 

水処理関連
（百万円） 

風水力冷熱
機器等関連 
（百万円） 

計   
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 6,088 9,906 10,275 26,270 － 26,270 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 6,088 9,906 10,275 26,270 － 26,270 

営業費用 6,155 8,782 9,866 24,805 691 25,496 

営業利益又は営業損失(△) △67 1,123 409 1,465 △691 774 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

資産 3,703 4,119 5,150 12,973 8,201 21,174 

減価償却費 113 8 17 140 29 169 

資本的支出 634 1 30 665 9 675 

  
環境関連 
（百万円） 

水処理関連
（百万円） 

風水力冷熱
機器等関連 
（百万円） 

計   
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 5,524 7,591 10,548 23,665 － 23,665 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 5,524 7,591 10,548 23,665 － 23,665 

営業費用 5,901 7,027 10,243 23,172 612 23,784 

営業利益又は営業損失(△) △376 564 305 492 △612 △119 

Ⅱ 資産、減価償却費、   

減損損失及び資本的支出 
      

資産 5,076 3,256 5,471 13,804 7,493 21,297 

減価償却費 157 9 20 187 27 215 

減損損失 － － － － 18 18 

資本的支出 133 2 4 140 48 189 



 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品及び工事・商品 

事業区分は商品・製品及び工事の類似性及び販売市場別に区分してあります。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは管理部門（総務・経理部門な

ど）に係る費用であります。 

前連結会計年度     691百万円 

当連結会計年度      612百万円 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券、保険積立金等）、賃貸用不動産及び管理部門に係る資産であります。

前連結会計年度    8,201百万円 

当連結会計年度    7,493百万円 

４．会計方針の変更  

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しております。 

 これによる営業費用及び営業損益への影響はありません。 

 また、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。 

 これにより、「風水力冷熱機器関連」の営業費用に役員賞与12百万円を計上し、営業利益が同額減少して

おります。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高

の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも10％未満であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上

高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）及び当連結会計年度（自平成18年１月１日 至

平成18年12月31日）とも、該当事項はありません。 

事業区分 主要品目

環境関連 

オゾン濃度計、オゾン空気殺菌脱臭装置、液相脱臭装置、腐植質脱臭剤、 

栽培漁業関連装置、廃棄物処理・水処理プラント、水景施設浄化装置、栽培漁業

施設、水景施設などの計画・設計・施工及び製造・販売並びに緩衝材の製造・販

売及び微細藻類の培養による有用物質の製造・販売 

水処理関連 
上水道処理施設、下水道処理施設、ポンプ取水場施設、産業用排水処理施設、水

景施設などのプラント類の計画・設計・製作・施工・販売 

風水力冷熱機器等関

連 

ポンプ、送風機、圧縮機、冷凍機、冷却塔、ボイラ、全熱交換機、冷温水機、パ

ッケージエアコン、工業用薬品などの販売                  

空調、給排水・衛生、冷凍機、冷却塔などの設備工事 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりで 

        あります。 

（重要な後発事象） 

 前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

  該当事項はありません。 

 当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

  平成19年２月28日開催の取締役会において、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式を取得すること 

 及びその具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。 

 (1)自己株式の取得を行う理由 

   経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため 

 (2)取得内容 

  ①取得する株式の種類   当社普通株式 

 ②取得する株式の総数   550,000株(上限) 

 ③株式の取得価額の総額  1,000百万円(上限) 

 ④取得の方法       東京証券取引所の立会時間以外取引であるToSTNeT-2(終値取引)による取得 

 (3)取得日  

   平成19年３月１日 

  (4)その他  

   上記ToSTNeT-2(終値取引)による取得の結果、当社普通株式550,000株(取得価額948百万円)を取得しました。

前連結会計年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,133.29円 

１株当たり当期純利益 86.20円 

同左 

１株当たり純資産額 1,022.60円 

１株当たり当期純損失 24.34円 

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額      

 純資産の部の合計額（百万円） － 6,483 

 純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ 3 

（うち少数株主持分） (－)  (3) 

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 6,480 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた 

 期末の普通株式数（株） 
－ 6,337,080 

      

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△） 
    

当期純利益又は当期純損失（△）   

（百万円） 
611 △154 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 65 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (65)  (－)  

普通株式に係る当期純利益又は    

当期純損失（△）（百万円） 
546 △154 

期中平均株式数（株） 6,337,102 6,337,081 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率によっております。 

    ２．上記「１年内に返済予定の長期借入金」は、連結貸借対照表上「短期借入金」に含めて表示しております。

３．長期借入金（１年内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

(2）【その他】 

① 決算日後の状況   

    特記事項はありません。      

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、検収条件

である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当該設備

の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百万円を

当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張しております。 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金 1,780 2,108 1.24 － 

１年内に返済予定の長期借入金 24 224 1.48 － 

長期借入金（１年内に返済予定のものを除く。） 250 26 2.25 
平成20年１月～

平成21年１月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 2,054 2,358 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金 24 2 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度  

（平成17年12月31日） 
当事業年度  

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,016   1,382  

２．受取手形 ※７  1,854   1,535  

３．売掛金   5,970   5,361  

４．商品   183   401  

５．製品   177   201  

６．原材料   99   107  

７．仕掛工事・仕掛品   955   2,165  

８．前払費用   59   67  

９．未収入金    212   －  

10．繰延税金資産   180   239  

11．関係会社短期貸付金   －   60  

12．その他   53   214  

   貸倒引当金   △0   △0  

流動資産合計   11,763 58.6  11,738 57.3 

Ⅱ 固定資産        

１.有形固定資産        

(１)建物 ※２ 1,505   1,516   

減価償却累計額  773 731  825 691  

(２)構築物  13   13   

減価償却累計額  9 3  10 2  

(３)機械装置  66   48   

減価償却累計額  61 4  33 14  

(４)工具器具備品  160   171   

減価償却累計額  118 41  120 51  

(５)土地 ※２  836   806  

有形固定資産合計   1,618 8.1  1,567 7.6 

 



    
前事業年度  

（平成17年12月31日） 
当事業年度  

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２.無形固定資産        

(１)特許権   2   1  

(２)借地権   5   5  

(３)ソフトウェア   0   3  

(４)電話加入権   10   7  

無形固定資産合計   19 0.1  18 0.1 

３.投資その他の資産        

(１)投資有価証券 ※２  2,542   2,281  

(２)関係会社株式   825   825  

(３)保険積立金   1,557   1,680  

(４)賃貸用不動産 
※１ 
※２ 

 623   622  

(５)長期性預金   300   500  

(６)関係会社長期貸付金   140   370  

(７)長期貸付金   15   14  

(８)破産債権・更生債権等   44   4  

(９)繰延税金資産   552   748  

(10)その他   186   194  

   貸倒引当金   △112   △70  

投資その他の資産合計   6,674 33.2  7,171 35.0 

固定資産合計   8,312 41.4  8,757 42.7 

資産合計   20,076 100.0  20,496 100.0 

        
 



    
前事業年度  

（平成17年12月31日） 
当事業年度  

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 
※２ 
※７ 

 7,580   7,268  

２．短期借入金 ※２  1,360   1,708  

３．１年内返済予定の  
長期借入金 

※２  －   200  

４．未払金 ※７  176   117  

５．未払費用   96   149  

６．未払法人税等   233   42  

７．未払消費税等   170   －  

８．前受金   1,440   2,507  

９．賞与引当金   124   130  

10．工事損失引当金    224   398  

11．その他   56   93  

流動負債合計   11,463 57.1  12,616 61.6 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２  200   －  

２．退職給付引当金   535   520  

３．役員退職慰労引当金   506   544  

４．預り保証金    40   36  

固定負債合計    1,283 6.4  1,101 5.3 

負債合計    12,747 63.5  13,717 66.9 

（資本の部）         

Ⅰ 資本金  ※３  957 4.8  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  787   －   

 資本剰余金合計   787 3.9  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  141   －   

２．任意積立金        

  別途積立金  4,975   －   

３．当期未処分利益  868   －   

 利益剰余金合計   5,985 29.8  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ※６  26 0.1  － － 

Ⅴ 自己株式  ※４  △427 △2.1  － － 

資本合計   7,329 36.5  － － 

負債・資本合計   20,076 100.0  － － 

        
 



    
前事業年度  

（平成17年12月31日） 
当事業年度  

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   957 4.7 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     787     

資本剰余金合計      － －   787 3.8 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     141     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －     5,375     

繰越利益剰余金   －     220     

利益剰余金合計      － －   5,737 28.0 

４．自己株式     － －   △427 △2.1 

株主資本合計      － －   7,054 34.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券   
評価差額金 

    － －   △276 △1.3 

評価・換算差額等合計      － －   △276 △1.3 

純資産合計      － －   6,778 33.1 

負債純資産合計      － －   20,496 100.0 

        



②【損益計算書】 

    
前事業年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品及び工事売上高  16,089   14,515   

２．商品売上高  8,712 24,802 100.0 7,572 22,088 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品及び工事売上原価  12,051   11,427   

２．商品売上原価        

(1)商品期首たな卸高  257   183   

(2)当期商品仕入高  7,423   6,460   

合計  7,681   6,643   

(3)商品期末たな卸高  183   401   

(4)他勘定振替高 ※２ 1   7   

商品売上原価  7,496 19,548 78.8 6,235 17,662 80.0 

売上総利益        

１．製品及び   
工事売上総利益 

 4,037   3,088   

２．商品売上総利益  1,216 5,253 21.2 1,337 4,425 20.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  198   219   

２．従業員給料手当  1,176   1,239   

３．賞与  350   326   

４．賞与引当金繰入額  106   110   

５．法定福利費  247   265   

６．退職給付引当金繰入額  110   105   

７．役員退職慰労引当金  
繰入額 

 58   37   

８．旅費交通費  240   267   

９．地代家賃  111   116   

10．減価償却費  37   34   

11．租税公課  29   37   

12．研究開発費 ※３ 706   706   

13．その他  958 4,333 17.5 968 4,435 20.0 

営業利益又は    
営業損失(△) 

  920 3.7  △10 △0.0 

 



    
前事業年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3   10   

２．有価証券利息  0   0   

３．受取配当金 ※１ 36   82   

４．不動産賃貸収入  64   62   

５．投資有価証券売却益  470   65   

６．有価証券償還益   2   －   

７．その他  12 590 2.4 11 231 1.0 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  13   16   

２．不動産賃貸費用  36   33   

３．貸倒引当金繰入額  12   －   

４．その他  11 73 0.3 9 60 0.3 

経常利益   1,437 5.8  161 0.7 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益  ※４  －   6   

２．投資有価証券売却益    79   30   

３．保険金収入     －   145   

４．会員権償還益   3   －   

５．会員権売却益    －   23   

６．貸倒引当金戻入益   0 84 0.3 4 210 1.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産処分損  ※５ 2   7   

２．減損損失  ※６ －   18   

３．投資有価証券評価損  19   169   

４．工事損失引当金繰入額    224    －     

５．労災補償金   － 246 1.0 40 236 1.1 

税引前当期純利益   1,274 5.1  136 0.6 

法人税、住民税及び 
事業税 

 206   128   

法人税等調整額  349 555 2.2 △47 80 0.3 

当期純利益   719 2.9  55 0.3 

前期繰越利益   257        

中間配当額    107        

当期未処分利益   868        

        



製品及び工事売上原価明細書 

 （注） 

    
前事業年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

 機器材料費  4,557 45.7 5,022 50.3 

 外注費  5,230 52.4 4,748 47.6 

 経費  120 1.2 134 1.4 

 （うち人件費）  (44) (0.4) (60) (0.6) 

 他勘定より振替 ※２ 64 0.7 68 0.7 

工事売上原価  9,973 100.0 9,973 100.0 

 期首製品棚卸高  255  177  

 当期製品製造原価 ※４ 2,063  1,548  

 合計  2,318  1,725  

 期末製品棚卸高  177  201  

 他勘定振替高 ※３ 62  70  

製品売上原価  2,078  1,453  

製品及び工事売上原価  12,051  11,427  

前事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

実際原価に基づく個別原価計算制度を採用してお
ります。 

同左 

※２．他勘定より振替高の内訳 ※２．他勘定より振替高の内訳 

製品（ボエフ）よりの振替 64百万円 

その他 0百万円 

計 64百万円 

製品（ボエフ）よりの振替 65百万円 

その他 2百万円 

計 68百万円 

※３．他勘定振替高の内訳 ※３．他勘定振替高の内訳 

製品(ボエフ)の仕掛工事への振替 62百万円 製品(ボエフ)の仕掛工事への振替 70百万円 

※４．当期製品製造原価 ※４．当期製品製造原価 

次頁の製造原価明細書参照 同左 



製造原価明細書 

 （注） 

    
前事業年度  

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  291 14.1 310 19.8 

Ⅱ 外注費  1,698 82.0 1,191 76.1 

Ⅲ 労務費  55 2.7 47 3.1 

Ⅳ 経費 ※１ 25 1.2 16 1.0 

当期総製造費用  2,070 100.0 1,566 100.0 

期首仕掛品棚卸高  102  96  

計  2,172  1,662  

期末仕掛品棚卸高  96  94  

他勘定振替高 ※２ 12  20  

当期製品製造原価  2,063  1,548  

前事業年度  
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

※１．経費の主な内訳 ※１．経費の主な内訳 

荷造運賃 2百万円 

消耗品費 4百万円 

荷造運賃 1百万円 

消耗品費 3百万円 

※２．他勘定振替高の内訳 ※２．他勘定振替高の内訳 

研究開発費へ振替 6百万円 

営業外費用の「その他」への振替 3 

備品へ振替 1 

その他 1 

計 12百万円 

研究開発費へ振替 19百万円 

備品へ振替 0 

その他 0 

計 20百万円 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注）平成17年９月６日に107百万円（１株につき17円）の中間配当を実施いたしました。  

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

    
前事業年度  
株主総会承認日 

（平成18年３月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   868 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  126  

２．役員賞与金  50  

（うち監査役分）  (5)  

３．任意積立金    

 別途積立金  400 576 

Ⅲ 次期繰越利益   291 

    

 

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 資本 

準備金 
利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 
                 （百万円） 

957 787 141 4,975 868 5,985 △427 7,302 26 7,329 

事業年度中の変動額           

別途積立金の積立 － － － 400 △400 － － － － － 

剰余金の配当 － － － － △253 △253 － △253 － △253 

利益処分による役員賞与 － － － － △50 △50 － △50 － △50 

当期純利益 － － － － 55 55 － 55 － 55 

自己株式の取得 － － － － － － △0 △0 － △0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － △303 △303 

事業年度中の変動額合計 
                 （百万円） 

－ － － 400 △648 △248 △0 △248 △303 △551 

平成18年12月31日 残高 
                 （百万円） 

957 787 141 5,375 220 5,737 △427 7,054 △276 6,778 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

(1）商品・製品 

個別法による原価法 

(1）商品・製品 

同左 

 (2）原材料 

月次総平均法による原価法 

(2）原材料 

同左 

 (3）仕掛工事・仕掛品 

個別法による原価法 

(3）仕掛工事・仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の 

方法 

(1）有形固定資産・賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物付属設備を除く。）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産・賃貸用不動産 

同左 

 建物 ３年～50年 

機械装置 ３年～12年 

工具器具備品 ３年～20年 

賃貸用不動産 

（建物） 
15年～50年 

 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、特許権の償却年数は８年であ

ります。また、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用

可能期間（５年）を償却年数として

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当事業

年度の負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）工事損失引当金  

 受注工事の損失に備えるため、事業

年度末における手持工事のうち、損失

の発生が見込まれ、かつ金額を合理的

に見積もることのできる工事につい

て、損失見積額を計上しております。 

（追加情報） 

 当事業年度において、損失の発生が

見込まれる手持工事が発生したため、

新たに工事損失引当金224百万円を計上

しております。 

(3）工事損失引当金  

 受注工事の損失に備えるため、事業

年度末における手持工事のうち、損失

の発生が見込まれ、かつ金額を合理的

に見積もることのできる工事につい

て、損失見積額を計上しております。 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。  

  数理計算上の差異は、各事業年度に

おける発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれの

発生の翌事業年度から損益処理するこ

ととしております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（10年）による定額法により按分した

額を発生した事業年度から損益処理し

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく事業年度末要

支給額を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

５．工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によってお

りますが、工期が１年以上かつ請負金額

３億円以上の工事については、工事進行

基準によっております。 

 原則として、工事完成基準によってお

りますが、工期が１年以上かつ請負金額

３億円以上の工事については、工事進行

基準によっております。 

 なお、当事業年度における工事進行基

準による売上高は1,532百万円でありま

す。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  

 消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

     当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、経常利益は０百万円増加し、税引前当期

純利益は18百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額は、各資産の取得原価から直接

控除しております。 

   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

    当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、

6,778百万円であります。 

 また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 （貸借対照表） 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」

（当事業年度末残高８百万円）は、当事業年度より流動

資産の「その他」に含めて表示しております。 

２．前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「未収入金」は、資産の総額の100分の１を

超えたため、当事業年度より区分掲記しました。 

 なお、前事業年度末の「未収入金」は99百万円であり

ます。  

３．前事業年度まで区分掲記しておりました「会員権」

（当事業年度末残高80百万円）は、重要性が低くなった

ため、当事業年度より投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しております。  

４．前事業年度まで区分掲記しておりました「長期前払費

用」（当事業年度末残高８百万円）は、当事業年度より

投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。  

 （貸借対照表） 

  前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当事業年度末残高１百万円）は、重要性が低くなった

ため、当事業年度より流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度  
（平成17年12月31日） 

当事業年度  
（平成18年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 429百万円 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 432百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産   

建物 197百万円 

土地 469 

投資有価証券 327 

賃貸用不動産 220 

計 1,214百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 1,304百万円 

短期借入金 960 

長期借入金 200 

計 2,464百万円 

(イ）担保に供している資産   

建物 188百万円 

土地 469 

投資有価証券 235 

賃貸用不動産 211 

計 1,105百万円 

(ロ）上記に対する債務   

買掛金 867百万円 

短期借入金 960 

１年内返済予定の長期借入金 200 

計 2,027百万円 

※３．授権株式数   普通株式 20,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 6,640,000株 

※３．              ────── 

※４．自己株式 ※４．        ────── 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式302,910

株であります。 

 

 ５．偶発債務  ５．偶発債務 

保証債務 保証債務 

 下記の関係会社の金融機関からの借入金及び割賦

購入債務に対し、債務保証を行っております。 

 下記の関係会社の金融機関からの借入金及び割賦

購入債務に対し、債務保証を行っております。 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱ 120百万円 

昆明白鴎微藻技術有限公司  35百万円 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱ 120百万円 

昆明白鴎微藻技術有限公司  47百万円 

※６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は26百万円で

あります。 

※６．        ────── 

※７．期末日満期手形 

 事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当事業年度

末日は金融機関の休日であったため、次の事業年度

末日満期手形が事業年度末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形              286百万円 

 また、ファクタリング方式により当社に対する債

権者よりみずほファクター㈱に譲渡された債権（当

社の買掛金及び未払金）の会計処理は、決済日をも

って処理しております。なお、次の事業年度末決済

買掛金及び未払金が事業年度末残高に含まれており

ます。 

 買掛金               430百万円 

 未払金               18百万円  

※７．期末日満期手形 

 事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当事業年度

末日は金融機関の休日であったため、次の事業年度

末日満期手形が事業年度末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形              200百万円 

 また、ファクタリング方式により当社に対する債

権者よりみずほファクター㈱に譲渡された債権（当

社の買掛金及び未払金）の会計処理は、決済日をも

って処理しております。なお、次の事業年度末決済

買掛金及び未払金が事業年度末残高に含まれており

ます。 

 買掛金               688百万円 

 未払金                3百万円  



（損益計算書関係） 

前事業年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

※１．               ──────  ※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

 受取配当金 50百万円 

※２．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

仕掛工事・仕掛品へ振替 0百万円 

その他 0  

計 1百万円 

仕掛工事・仕掛品へ振替 2百万円 

営業費用の「その他」への振替 3 

その他 1  

計 7百万円 

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 706百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 706百万円 

※４．               ──────  ※４．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

建物 0百万円 

構築物 0 

土地 5 

計 6百万円 

※５．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 ※５．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

機械装置 1百万円 

工具器具備品  0 

電話加入権 0 

計 2百万円 

機械装置 2百万円 

工具器具備品  2 

電話加入権 2 

計 7百万円 

※６．               ──────  ※６．減損損失 

 (1) 減損損失を認識した資産グループの概要 

 場所 用途 種類 減損損失 

静岡県富士市 賃貸用資産  
建物 11百万円 

土地 ４百万円 

千葉県香取郡  遊休資産  土地 ３百万円 

 計 18百万円 

   (2) 資産のグルーピングの概要 

   当社は、継続的に損益を把握している事業単位ごと 

 に資産をグルーピングしておりますが、賃貸用資産及 

 び遊休資産については個々の物件をグルーピングの単 

 位としております。 

   (3) 減損損失の認識に至った経緯 

    静岡県富士市の賃貸用資産については、不動産価格 

  の著しい下落に伴い収益性が著しく低下したため、減 

  損損失を認識いたしました。 

    千葉県香取郡の土地については、遊休状態にあり今 

  後の利用計画もなく、地価も著しく下落しているた 

 め、減損損失を認識いたしました。 

   (4) 回収可能価額の算定方法 

    回収可能価額は、正味売却価額により測定してお 

  り、固定資産税評価額等を基礎として算定しておりま 

  す。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 自己株式(普通株式)の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 
前事業年度末  
株式数（株） 

当事業年度増加  
株式数（株） 

当事業年度減少  
株式数（株） 

当事業年度末  
株式数（株） 

普通株式 (注) 302,910 10 － 302,920 

合計 302,910 10 － 302,920 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年12月31日現在）及び当事業年度（平成18年12月31日現在） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物 8 3 4

工具器具備品 119 66 52

その他 15 2 12

合計 143 72 70

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物 8 4 3

工具器具備品 102 57 45

その他 25 6 19

合計 136 68 67

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 28百万円 

１年超 44  

合計 72百万円 

１年内 25百万円 

１年超 43  

合計 69百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び      

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び      

支払利息相当額 

支払リース料 17百万円 

減価償却費相当額 15百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 33百万円 

減価償却費相当額 30百万円 

支払利息相当額 1百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略しております。 



（税効果会計関係） 

前事業年度
（平成17年12月31日） 

当事業年度  
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 28百万円 

賞与引当金否認額 50 

工事損失引当金否認額 91 

その他 9 

 合計 180百万円 

(流動の部）   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 9百万円 

賞与引当金否認額 53 

工事損失引当金否認額 162 

その他 14 

 合計 239百万円 

（固定の部）   

繰延税金資産   

退職給付引当金否認額 218百万円 

役員退職慰労引当金否認額 206 

投資有価証券評価損否認額 7 

会員権評価損否認額 55 

減価償却超過額 26 

貸倒引当金損金算入限度超過額 36 

関係会社株式評価損否認額 37 

その他 20 

 小計 608  

 評価性引当額 △37  

 合計 570百万円 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △18百万円 

繰延税金資産（純額） 552百万円 

（固定の部）   

繰延税金資産   

退職給付引当金否認額 211百万円 

役員退職慰労引当金否認額 221 

会員権評価損否認額 55 

減価償却超過額 25 

貸倒引当金損金算入限度超過額 27 

関係会社株式評価損否認額 37 

その他有価証券評価差額金  189 

その他 23 

 小計 791  

 評価性引当額 △43  

 合計 748百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.0 

住民税均等割 1.7 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.5 

試験研究費の税額控除額 △2.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6％ 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 31.3 

住民税均等割 15.4 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△18.6 

試験研究費の税額控除額 △12.3 

評価性引当額の増加額 4.5 

その他 △1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.4％ 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 前事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

  該当事項はありません。 

 当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

  平成19年２月28日開催の取締役会において、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式を取得すること 

 及びその具体的な取得方法について決議し、平成19年３月１日に自己株式を取得いたしました。なお、詳細につ

 いては、「第５ 経理の状況 １.連結財務諸表等（１）連結財務諸表」の（重要な後発事象）に記載のとおり 

 であります。  

前事業年度
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,148.74円 

１株当たり当期純利益 105.61円 

同左 

１株当たり純資産額 1,069.61円 

１株当たり当期純利益 8.72円 

  
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度  
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額     

純資産の部の合計額（百万円） － 6,778 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 6,778 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株） 
－ 6,337,080 

      

１株当たり当期純利益      

当期純利益（百万円） 719 55 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 50 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (50)  (－)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 669 55 

期中平均株式数（株） 6,337,102 6,337,081 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

㈱荏原製作所 1,728,603 788 

㈱みずほフィナンシャルグループ（優先株式） 500 500 

富士フィルムホールディングス㈱ 31,295 153 

双日㈱ 300,000 108 

共英製鋼㈱ 30,000 86 

日産ディーゼル工業㈱ 200,000 79 

大成建設㈱ 200,000 72 

㈱ダイフク 20,000 37 

フクダ電子㈱ 10,507 37 

アンジェスＭＧ㈱ 50 30 

㈱アドミラルシステム 244 20 

ニイウスコー㈱ 200 14 

コニカミノルタホールディングス㈱  7,316 12 

ダイダン㈱ 15,905 10 

大氣社㈱ 7,100 10 

その他（21銘柄） 119,216 63 

小計 2,670,938 2,026 

計 2,670,938 2,026 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（投資信託受益証券）   

第一勧業アセット・マネジメント㈱ 

ＤＫＢモルガン・プライムインカム 
100,250,627 97 

小計 100,250,627 97 

（不動産投資信託受益証券）   

ＭＤＩリート投資法人 200 103 

ニュー・シティ・レジデンス投資法人 100 55 

小計 300 158 

計 100,250,927 255 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１.「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

   ２.無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）欄は、一般債権に対する貸倒実績率の見直しに伴う洗替による戻入額及び回

収による取崩額であります。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残高

（百万円） 

有形固定資産        

建物 1,505 21 10 1,516 825 40 691 

構築物 13 － 0 13 10 0 2 

機械装置 66 13 30 48 33 1 14 

工具器具備品 160 32 21 171 120 20 51 

土地 836 8 
39 

(3)
806 － － 806 

有形固定資産計 2,582 76 
101 

(3)
2,556 989 63 1,567 

無形固定資産        

特許権 － － － 9 7 1 1 

借地権 － － － 5 － － 5 

ソフトウェア － － － 5 1 0 3 

電話加入権 － － － 7 － － 7 

無形固定資産計 － － － 26 8 1 18 

投資その他の資産               

賃貸用不動産 1,053 48 
46 

(15)
1,055 432 17 622 

 その他 

（長期前払費用） 

  

8 

  

22 

  

1 

  

29 

  

3 

  

3 

  

26 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金 112 4 37 9 70 

賞与引当金 124 130 124 － 130 

工事損失引当金  224 174 － － 398 

役員退職慰労引当金 506 37 － － 544 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 5 

預金  

当座預金 29 

普通預金 95 

定期預金 1,250 

別段預金 2 

小計 1,377 

合計 1,382 

相手先 金額（百万円） 

㈱荏原製作所 149 

㈱西原衛生工業所 122 

武蔵野工業㈱ 66 

フクダ電子㈱ 66 

前澤工業㈱  62 

その他 1,068 

合計 1,535 

期日別 金額（百万円） 

平成18年12月 200 

平成19年１月 307 

２月 206 

３月 319 

４月 308 

５月 149 

６月以降 44 

合計 1,535 



３）売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）上記金額には消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

相手先 金額（百万円） 

ダイダン㈱ 402 

出光興産㈱ 350 

㈱大氣社 267 

富士フィルム㈱ 219 

東京都水道局 143 

その他 3,978 

合計 5,361 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

5,970 23,192 23,801 5,361 81.61 89.2 

品目 金額（百万円） 

風水力機械 239 

空調冷熱機器 61 

その他 99 

合計 401 

品目 金額（百万円） 

環境開発関連製品 37 

ボエフ剤 108 

殺菌脱臭装置 41 

その他 13 

合計 201 



６）原材料 

７）仕掛工事・仕掛品 

８）保険積立金 

② 負債の部 

１）買掛金 

 （注）（ ）書は、内書でファクタリング方式により譲渡されたみずほファクター㈱に対する買掛金であります。 

品目 金額（百万円） 

セル 11 

ランプ 9 

フィルター 9 

電磁弁 9 

その他 66 

合計 107 

内容 金額（百万円） 

仕掛工事  

バイオガスプラント建設工事 944 

ＣＭＡ製造プラント設備工事 224 

プール改修工事 214 

その他仕掛工事 688 

仕掛品（オゾンモニター他） 94 

合計 2,165 

内容 金額（百万円） 

生命保険 1,632 

損害保険 47 

合計 1,680 

相手先 金額（百万円） 

荏原テクノサーブ㈱ 1,510 (1,158)  

㈱荏原製作所 665 (   －)  

荏原冷熱システム㈱ 279 (  173)  

安川電機㈱ 216 (   70)  

㈱荏原シンワ 202 (  174)  

その他 4,393 (1,725)  

合計 7,268 (3,301)  



２）前受金 

３）短期借入金 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況   

    特記事項はありません。      

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、検収条件

である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当該設備

の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百万円を

当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張しております。 

相手先 金額（百万円） 

西薩クリーンサンセット事業協同組合 603  

東京都下水道局  280  

釧路化学工業㈱ 193  

水道機工㈱ 126  

千葉市役所 118  

その他 1,185  

合計 2,507  

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 1,308  

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 250  

中央三井信託銀行㈱ 150  

合計 1,708  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成19年３月27日開催の第68期定時株主総会の決議により変更された定款の定めにより、単元未満株主は、会社法

第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権

利を有しておりません。 

事業年度 １月１日から12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 新券１枚につき、印紙税相当額 

株券喪失登録に伴う手数料 喪失登録に係る手数料相当額として別途定める金額 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することができないときは、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載URL 

http://www.ejk.co.jp/  

株主に対する特典 

毎年６月30日現在及び12月31日現在における所有株式数100株以上1,000株

未満の株主に対し、一律お米ギフト券（２㎏）を贈呈 

毎年６月30日現在及び12月31日現在における所有株式数1,000株以上の株

主に対し、一律ミネラルウォーター（1.5リットル瓶12本入り１箱）を贈

呈 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第67期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月28日関東財務局長に提出。 

２．半期報告書 

 （第68期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月21日関東財務局長に提出。 

３．臨時報告書 

 平成18年11月30日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

   平成１８年３月２８日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原

実業株式会社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成１９年３月２７日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原

実業株式会社及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「固定

資産の減損に係る会計基準」が適用されることになったため、当該会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。 

  

２.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年２月２８日開催の取締役会において自己株式の取得を決

議し、平成１９年３月１日に取得している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成１８年３月２８日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第６７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原実業

株式会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

   平成１９年３月２７日

荏原実業株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 和男   印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏原

実業株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第６８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、荏原実業

株式会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１.会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」が適用され

ることになったため、当該会計基準を適用して財務諸表を作成している。 

  

２.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年２月２８日開催の取締役会において自己株式の取得を決

議し、平成１９年３月１日に取得している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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